Hajime Oniki

12/16/01

Ⅸ章　広帯域PCSオークション　-　Ｃブロックの問題
　前章で説明したように、広帯域PCSのうちＡおよびＢブロック・オークションは、当初の計画どおり大きな事故もなく無事に終了した。両ブロックの落札金額は史上最高水準に達し、1993年の通信法改正によって導入された「周波数オークション制度」の成功例として海外にも伝えられた。
　これに対し、小規模企業などの指定優遇事業者のみを有資格参加者として実施された広帯域PCSのＣブロック・オークションは、代表的な失敗ケースとなった。同オークションは、Ａ、Ｂブロック・オークションから約1カ年後に実施されたが、実施までにこのように長期間を要したこと自体が、オークションのための規則制定においてさまざまな議論や問題を生じ、その調整に手間どったことを示している。また、指定優遇事業者の資格に関する連邦最高裁判所の判決が、FCCの当初予想を裏切る方向で出され、FCCがＣブロック・オークションの制度全体を書き直さなければならないという事態も生じた。
　Ｃブロック・オークションは、1995年12月に開始され、翌年5月まで続いた。同オークション自体は無事に進行した。しかしながら、オークション参加者に（優遇策として）落札代金の割引、分割払い（延払い）を認めたこと、また広帯域ＡおよびＢブロック・オークションから1年を経過してPCS事業に対する期待が高まったことから、Ｃブロック免許価格に「バブル」が生じて入札価格を押し上げ、結局Ｃブロック30MHzの落札金額合計は、（同一周波数帯サイズの）ＡブロックおよびＢブロックのそれぞれを大きく上回るという事態を生じた。その結果Ｃブロックでは、落札後に免許取得事業者の支払い不能が続出し、同ブロック免許の大部分が落札後も長期間使用されないという事態に陥った。

これに対してFCCは、まず落札代金の支払い期限を延長する措置をとった。次いで1996年9月に、支払い困難に陥ったCブロック落札者に対する「救済」策を提案し、翌1997年7月にこれを実施して収拾につとめた。しかしながらこの間、FCCの対策は「二転三転」に近い混乱を示し、そこから生ずる「不公平」について多数の事業者が訴訟を起こすことになった。

さらに、大都市地域のＣブロック免許を入手した一部の事業者を含む数社が、落札代金の支払不能から破産法第11章（事業再建）による破産手続を申請した。しかしながら、通信法の規定はこの事態を想定していなかったので、通信法と（FCC）規則における「支払不能の場合の免許無効化」の規定と、破産法における「事業再建のための破産事業者資産の保護と再評価」規定の間で矛盾が生じ、その解決をめぐって、FCCと破産事業者との間で多数の訴訟が生ずることになった。さらに本ケース（複数）についての判決が裁判所（複数）の間で食いちがい、問題は長期化した。結局2001年夏に、最大の破産事業者であるNextwave Personal Communications社に対してFCCが敗訴したため、同年末にいたって、同社に有利な和解交渉が進行中である。本稿執筆時（2001年12月）においても最終的な解決には達していない。Ｃブロック・オークションは、FCCにとって最悪の結果をもたらしたと言うことができる。
　広帯域PCSのＡ、Ｂブロック・オークションの成功に対し、Ｃブロック・オークションの失敗をどのように評価するかの議論は次章に譲る（X章B）。本章においては、同オークションの規則制定の経過、オークションの進行とその結果、そしてオークション後に生じた支払不能とFCCの対応策、破産事業者をめぐる訴訟などについて、事項別に時間的経過を追いながら解説する。

　なお、本章で取り上げる「Ｃブロック・オークションの失敗」は、FCCが実施したオークションの中では例外である。次章で述べるように、1994年から2001年にいたるまで、FCCは計36回に及ぶ周波数オークションを実施しているが、「Ｃブロック」のように、手続規定の不備を含む大きな失敗は生じていない。（入札金額が当初の見込みより低かった、などのケースはある。）このような例外ケースをあえて詳しく取り上げるのは、それが周波数オークションという巨大・複雑な「仕事・プロジェクト」の性質や問題点について豊かな知見・情報をもたらすからである。また「失敗ケース」に対して、米国社会（の関係者）がどのように対応したかを知ることによって、米国社会の「機能」の一端を窺うことができるからである。つまり「人間は失敗から多くのことを学ぶ」のであり、それは当事者だけでなく、（われわれを含む）第三者にも当てはまるからである
。
A. Ｃブロック・オークションの規則制定経過
1.　基本方針の設定
a.　指定優遇事業者

　すでに述べたように、1993年の通信法改正は、周波数オークション制度の導入という一般方針を定めたが、オークションによって周波数資源の使用が大規模事業者に集中することを防ぐため、同法は「指定優遇事業者（designated entities, DE）」と総称される小規模事業者（small business）、女性保有の事業者（women-owned business）、非都市地域電話事業者（rural telephone companies）、少数民族保有の事業者（minorities-owned business）（上記4カテゴリーは、当初はSWRMと略記された。しかし、後に連邦最高裁判決によって女性と少数民族保有の事業者に対する優遇措置が中止されたため、Ｃブロック・オークション実施時には、designated entities, DEの用語が使われるようになった）に対し、特別の優遇措置を考慮してオークション制度を構築するべきことを定めた（Ⅵ章C.2）。1994年7月と同10月に実施された狭帯域PCSオークションにおいては、小規模事業者や女性保有の事業者が、入札金額の割引・分割払いをはじめとする優遇措置を受けている。
b．指定優遇ブロック　
広帯域PCSオークションにおいては、まず、PCSサービス全体を複数個のブロックに分割した上でオークションを実施することが考慮された。FCCは、一般案件GN90-314「新しいPCSサービスのための規則制定」において多数のコメントを検討した結果、指定優遇事業者に対して特別の周波数ブロックを割り当て、一般事業者と区別した上でオークションを実施することとした。狭帯域PCSオークションのように、一般事業者と指定優遇事業者を同一ブロックで競争させると、資金力その他の格差により、指定優遇事業者が不利な立場に立つと指定優遇事業者が主張し、また、これを議会・行政当局が支持したからである
。
　実際にはまず、上記一般案件GN90-314の「第2報告・命令（Second Report and Order）」（FCC 93-451）（September 23, 1993）において、広帯域PCS用の周波数計120MHzを、Ａ－Ｇの7ブロックに分割することとした。これに対し、技術的な面（PCS建設当初におけるマイクロウェーブ事業者との周波数共用を含む）から反対コメントが多数寄せられた。FCCはこれらを考慮した結果、同案件の「メモランダム意見および命令（Memorandum Opinion and Order）」（FCC 94-144, June 9, 1994）において、広帯域PCSのブロック・プランを組み替え、Ａ－Ｆの6ブロック構成とし、Ａ、Ｂ、Ｃブロックを30MHz幅、Ｄ、Ｅ、Ｆブロックを10MHz幅とした。そして、これらのうち、ＣブロックとＦブロックを指定優遇事業者ブロックとし、前述のように一般事業者と完全に分離した上でオークションを実施する方針を定めた。　　　　　　　

またSWRM事業者側から、一般事業者と同一地域で対等に競争するためには、一般事業者に与えられるＡ、Ｂブロックと同一サイズの周波数が指定優遇事業者にも与えられるべきであるとのコメントが多数寄せられ、その結果、Ｃブロックにも30MHzが分配されることになった。ただし、Ａ、Ｂブロックでは大規模地域区分であるMTAが採用されたが、Ｃブロックについては、指定優遇事業者の資金力等が不足しがちであることを考慮し、小規模地域区分であるBTAが採用された。
同命令が採択された1994年6月は、最初のオークションである狭帯域PCS全国免許入札の直前であったが、この時点において指定優遇事業者のためのＣ、Ｆブロック・オークションという方式が確立されたわけである（●図Ⅸ.1を参照●）。
図IX.1　広帯域PCS用周波数帯（1850-1990 MHz）計画
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FCC資料より作成（http://wireless.fcc.gov/auctions/data/bandplans/pcsband.pdf、2001年12月15日閲覧）。
2.　オークションの実施規則　
指定優遇事業者のためのＣブロックについても、オークション実施のための一般規則はＡ、Ｂブロックと共通である。前述のように、オークションの一般規則の大要は、FCC企画政策局案件PP-93-253「通信法309(j)条の設置――競争入札」の「第2報告・命令（SRO: Second Report and Order）（FCC 94-61, March 8, 1994）」において決定された。指定優遇事業者のためのオークションの一般規則も、実質的には同SROにしたがうことになる。

　また同SROは、指定優遇事業者についての特別な規則を提案している。これらのうち、少数民族・女性保有の事業者に適用される部分は、前述のように、両カテゴリーが後に指定優遇事業者から外されたため不要になった。また以下に述べるように、同SROに対する多数のコメントを採り入れた結果、細部については後に変更が加えられた。しかしながら、SRO提案は、上記以外の点について、実際に採用された規則の骨格となった。その具体的内容は、指定優遇事業者のための特別な優遇条件と、付帯する諸制約である。
a. 　指定優遇事業者の範囲

FCC企画政策局案件PP93-253のSROによる指定優遇事業者への特別ルールは、以下のとおりである。まず、第1に、前述のように、広帯域PCSブロックＣおよびＦを「起業家ブロック（entrepreneur block）」と名付け、小規模事業者のみがオークションに参加できるものとする。小規模事業者の定義としては、1993年および94年の年間売り上げがともに1億2,500万ドル以下であること、および事業者の総資産額が5億ドル以下であることの両条件を満たすものとする。また、周波数使用免許がなるべく多数の企業にゆきわたるように、1企業が同時に獲得できる起業家ブロックの免許数を、全体の免許数の10％までに制限する。　　　　　

b. 　優遇措置
実際にSROは、年当たり売上高および総資産額によって、また、所有者が少数民族あるいは女性であるかによって、オークションへの参加条件や落札額の支払方法、割引方法についてさらに細かな区別を設けている。それらの主なものを以下に述べる。
（1）支払額の割引（bidding credits）：　オークションで落札した指定優遇事業者の落札額から、企業の種類・規模に応じて支払金額を割り引く。割引額は年当たり売上高が4,000万ドル以下の小規模事業者は10％、少数民族あるいは女性所有の事業者は15％、そして上記2条件を同時に満たす事業者は25％とする。
（2）支払金額（上記割引分および頭金（down payment）を除く）の分割納付（installment payments）：Ｃブロック参加者の一部に、頭金分を除く割引後支払額について、分割支払を認める。基本分割支払と特別分割支払の2方式がある。基本分割支払方式は、免許交付後の最初の1年間は分割納付から生ずる利子（米国10年国債の利率＋2.5％）のみを支払い、元利返済分は残る9年の期間に分割納入することができる。「基本分割支払方式」が適用されるのは、全米のBTAのうち、最も大きい50の地域で企業家ブロックを落札した事業者、およびそれ以外のBTAで企業家ブロックを落札した事業者のうち、少数民族あるいは女性が所有する企業、および1993年・94年の売上高がともに7,500万ドル以下の企業とする。　　　

これに加え、「特別分割支払方式」として、さらに具体的な条件を定め、上記よりも小規模の事業者に、免許交付後5年までの元金支払の猶予（すなわち利子支払のみが必要）による分割支払を認めている。
（3）免税：少数民族あるいは女性所有の小規模企業によるPCS事業への投資を奨励するため、免税措置を設定した。ただし、優遇目的のための主要な手段は、支払額割引と分割支払であり、免税措置は両者の補助手段とした。PP93-253のSROの段階では、具体的な免税措置は出されず、その後の検討に任された。
c．一般事業者との提携制限：当然のことであるが、上記のように指定事業者が起業家ブロック・オークションにおいて優遇される場合には、指定事業者としての条件を満たさない一般の事業者、とりわけ大企業が、指定事業者と提携し、あるいは、自己の傘下に入れることによって、一方においては優遇措置を活用しながら、他方において自社の豊富な資金を投入して有利な市場参入をはかろうと試みる誘因を生ずる。公平・公正な競争を保証するためには、この種の提携等に制限を加える必要がある。SROにおいては、一般事業との提携は、出資額について25％まで、議決権について5％までの場合に制限した。ただし、少数民族あるいは女性所有の企業については、少数民族あるいは女性企業家が資本および議決権の過半数を所有している限り、出資額について49.9％までの提携が認められた。

3.　優遇措置がもたらす問題点　
FCCが上記PP93-253のSROを採択したのは、1994年3月、すなわち議会が通信法にオークション条項を付加した1993年8月から数えて7カ月後である。同1994年末に、前述のようにＡおよびＢブロック・オークションが開始された。そして、Ｃブロック・オークションの開始には、さらにそれから1年間、すなわち指定優遇事業者に対する優遇措置の基本方針が示された時点から数えて約20カ月を要した。Ｃブロック・オークションの開始を遅らせたのは、（次項に述べる）最高裁判決によるオークション方式の大幅変更に加え、同オークションの実施方式の細目について加えられた多数のコメントや反論、またこれらに対するFCCの決定を不服として出された訴訟である。
　Ｃブロック・オークションは、事業者の属性によってその参加資格を定め、また落札金額の支払割引や分割支払方式等について区別を設けている。当然のことながら、これらの条件に外れた企業は、変更を求めて要求を出すことが多い。
多数の事業者から出されたこの種の要求・コメントが、単に個別企業の利益追求だけを目的としたものか、あるいは、産業全体を通じる公平性他の妥当な理由から正当化できるか、を判定することは困難である。FCCは、多数のコメントを採り入れながら、ある特定の線から先は、主観的判断によってオークション方式を決定しなければならない。オークションへの参加条件が単純であり、また特段の優遇措置を設けないＡ・Ｂブロックに比べ、Ｃブロック・オークション規則は、上記の理由から、Ａ・Ｂブロックにおけるよりもはるかに多数のコメントを招来した。その結果、Ｃブロック・オークション実施のためのFCCの手間は、Ａ・Ｂブロックのそれに比較して、オークション前の規則設定段階においても格段に大きなものとなってしまった。
　また他方において、Ｃブロック・オークションの参加希望者は、オークションがなるべく早く実施されることを要求する。もとよりそれは、Ｃブロックのサービス開始が、Ａ・Ｂブロックに比較して大幅に遅れることを避ける、すなわち先発の利益を失わないためである。その結果、FCCは、早期のオークション実施という要求と、優遇措置に対する多数のコメント要求との板挟みになった。
実際、この間FCCは、Ｃブロック・オークションの実施予定期日の発表とその延期を繰り返し、また、指定事業者に対する優遇措置内容を数度にわたって変更した。Ｃブロック・オークションが実際に開始される以前に、相当数の指定優遇事業者（候補）から、FCCの設定した規則や決定が納得できないとして、オークション差し止めの訴訟が出され、FCCはその対応にも追われることになった。Ｃブロック・オークションでは、まず規則制定の段階から、このように紆余曲折とも呼ぶべき経過を辿ったのである。
　以下、これらの中間経過については大部分を省略し、連邦最高裁判所判決による軌道の大幅修正と、最終的に採用された規則内容についてのみ説明する。最高裁判決までに制定された（そして判決によって大幅に変更された）Ｃブロック・オークション規則案の大要は、FCC企画政策局案件PP93-253「第5メモランダム意見と命令（Fifth Memorandum Opinion and Order）」FCC94-285（November 10, 1994）にまとめられている。

4.　最高裁判所判決（1995年6月）による優遇措置の変更
a.　最高裁判決の内容とインパクト

　1995年6月、FCCは、指定優遇事業者による多数のコメントや訴訟への対応に追われながら、Ｃブロック・オークションの予定を同年8月29日に定めていた。ところが、オークション参加募集締切3日前の6月12日に、「Adarand Constructors社対Pena」のケース名で知られる人種差別・反差別禁止（affirmative actions）に関する訴訟に連邦最高裁判所が判決を下し、その内容が、FCCによるＣブロック・オークション制度の大幅変更を余儀なくさせることになった
。
　同ケースは、Adarand社が、1989年に、コロラド州における連邦ハイウェイ建設において、同社が建設プロジェクトへの入札で低価格を提示したにもかかわらず、連邦政府が「少数民族優遇」の名目で、それよりも高い価格を提示した他社と契約を結んだことが、米国憲法修正第5条「法の下の正当な手続き（due process of law）に依らない不利益処分の禁止」に違反するとして、提訴したものである。
　本訴訟は、1960年代から人種差別・逆差別の禁止、少数民族優遇の問題をめぐって生じた多数のケースを受け継いでおり、それは第二次大戦時における日系米国人に対する財産没収や、米国本土内部への強制移住に関する違憲訴訟に始まると言われている。1960年代前後から強まった人種差別禁止（affirmative actions）の流れを受けて、連邦裁判所の判例は、当初アフリカ系民族をはじめとする少数民族優遇の方向に傾いた。
しかしながら、その後、過度の優遇策が少数民族以外の合衆国市民に対する逆差別であるとする訴訟が相次ぎ、最高裁を含む連邦裁判所の判決は、人種差別禁止の「揺り戻し」の動きを呈していた。逆差別を主張する根拠として使用されたのは、合衆国憲法修正第5条の一部、「・・・合衆国市民は、法律の定める正当な手続き（due process of law）を経ることなくして（生命・自由・）財産を奪われる（経済的に不利な処遇を受ける）ことはない・・・」であり、「連邦政府などの公的機関が、少数民族を優遇する目的で、法律・規則等によって一般的・包括的な優遇措置、すなわち少数民族以外の合衆国市民に対する不利益措置を実施することは憲法に違反する。優遇措置については、（憲法修正第5条の『正当な手続』として）それぞれの優遇措置ごとに具体的な評価・決定方式を導入して、対象ごとに優遇措置の実施・不実施を決めるべきである。」とする主張である。
今回の最高裁判決が（反対意見付ではあったが）同主張を支持した結果、FCC規則によって一般的に（categoricalに）少数民族所有の企業を優遇することが、（訴訟になった場合）違憲であるとの判決が下される可能性が高くなったわけである。
　Ｃブロック・オークションが指定優遇事業者への諸措置をともなって検討されていた期間において、同ケースが最高裁で審理中であったことはもとよりよく知られており、その判決の如何によっては、優遇措置の見直しが必要になる可能性も充分に予測されていたとのことである。しかしながら、FCC内外の多数意見は、最高裁による同ケースの判決内容は、Ｃブロック・オークション規則の根幹を揺るがすまでにはいたらないであろうと予測していた。また他方で、1993年の通信法改正内容は、少数民族や女性所有の企業を優遇するべきことを明記していたので、FCCとしては、その方向で規則制定を進める他はなかったものと考えられる。しかしながら、実際の最高裁判決は、多数の予測に反して、少数民族所有の企業に対する一般的な優遇措置を違憲としたため、Ｃブロック・オークション制度の大幅修正が必要となった。

b.　優遇措置の変更

　FCCは、上記最高裁判決を享けて、1995年6月23日に、企画政策局案件PP93-253において、「規則制定に関する追加通知（Further Notice of Proposed Rulemaking）」（FCC95-263）（June 23, 1995）を発表し、最高裁判決の線に沿う規則改訂案を示してコメントを求めた
。　　　

さらにFCCは翌7月に、上記規則案に対するコメントを考慮して、同案件における「第6次報告・命令（Sixth Report and Order）」（FCC95-301）（July 18, 1995）によって改正規則案を提示した。同案は、大要において、実際にＣブロック・オークションにおいて採用されたものと一致する。その概略は以下のとおりである。
　FCCは、まず、Ｃブロック・オークションにおける優遇措置のうち、人種および性別にもとづく分をすべて廃止する方向を示した。人種にもとづく優遇措置、すなわち少数民族所有の企業に対する優遇措置については、今回の最高裁判決が優遇措置自体を違憲としているわけではなく、優遇措置の実施に際してあらかじめ一定の基準を設け、これを一律に適用することを違憲としている点を指摘している。何らかの基準を満たす少数民族所有の企業をすべて優遇するのではなく、それぞれの企業について審査をおこない、その企業が真に優遇措置を必要としているか否かを明らかにした上で実施・不実施を決める制度にすれば、今回の判決には抵触しない。
しかしながら、FCCによるこのような個別処置には手間と時間が必要となる。さらに、優遇措置に関する個別の決定について多数の反対意見が出され、その多くは争訟になることが予想される。したがってこれを実施すれば、Ｃブロック・オークションは、さらに大幅に遅れることになる。その結果、すでに事業が開始されつつあるＡ・Ｂブロックの免許保有者との格差が拡大し、優遇措置の目的自体が失われてしまう。この点を考慮し、少数民族所有の事業者のみを優遇することをやめ、所有者の人種にかかわらず、小規模企業を優遇することにした。
　次に、女性所有の企業の優遇については、今回の最高裁判決とは直接に関係しない
。しかしながら、今回のＣブロック・オークションの制度設定にあたっては、少数民族所有の企業と女性所有の企業をおおむね同一基準で扱ってきた。また、今回の最高裁判決が出される以前の時点で、少数民族所有の企業および女性所有の企業の判別基準に関する争訟（たとえばTelephone Electronics社のケース）において、裁判所は、少数民族所有および女性所有の企業を同一規準で扱っている。したがって、もし、女性所有の企業についてのみ優遇措置を残すとすれば、これに対して多数の反対意見が出され、そこから争訟の発生を避けることができない。その結果、やはりＣブロック・オークションの実施期日が大幅延期になってしまう。
　上記の理由でFCCは、少数民族所有および女性所有という区分をとりやめ、従来の規則でこれらの企業に与えられていた優遇措置を、すべての小規模企業に一律に適用することとした。その結果、同最高裁判決以前の段階で、少数民族あるいは女性所有の企業であるという理由で優遇措置を受けることができた小規模企業は、同判決後に改訂された基準のもとでも、少なくとも同一の優遇措置は受けることができるようになった。すなわち、優遇措置基準を緩める方向で規則を改正し、従来において優遇措置を受けていたが、改訂後には優遇措置を受けることができなくなるというケースが出ないように配慮したのである。もとよりその結果、従来は少数民族所有でも女性所有でもないために優遇措置を受けることができなかった小規模企業で今回の規則改訂後においては、新たな、あるいはより有利な優遇措置を受けることができるようになったものもある。
c.　優遇措置変更の意味と問題点

このように「優遇措置を受けるための基準を緩める方向で最高裁判決によるインパクトを実質上軽減する」種類の規則改訂は、逆方向の規則改訂、すなわち「少数民族保有・女性保有という理由で従来は優遇措置を受けることができた企業が、規則改訂後には優遇措置を受けることができなくなる」種類の改訂よりも抵抗が少ない。もし、後者の種類の規則改訂をおこなったならば、最高裁判決以前において優遇措置を受けることができると前提して資金等を準備し、オークション参加を予定していた企業が、一斉に裁判に訴えてFCCから「損害賠償」を得ようと試み、大きな混乱が生じたであろう。FCCがとった「優遇条件緩和」による規則改訂は、混乱を避けるための実際的な方策であったと言うことができる。
　しかしながら、同最高裁判決の含意を考えれば、従来は合憲の可能性があった少数民族保有企業の優遇が「違憲」と判断されたことが、今回のFCC規則改訂の出発点である。したがって、最高裁判決の趣旨に沿う規則改訂は、優遇措置の判定基準を厳しくする方向でなければならないとする議論も成り立つ。実際、同規則改訂によって、直接には影響を受けない企業（すなわち規則改訂前と同一程度の優遇措置しか受けられない企業）にとっては、自己以外に優遇措置を受ける企業が増大した分だけ、競争上不利になるわけである。したがって、そのような企業がFCCに対して、今回の規則改訂に反対意見を表明し、それが容れられなければ裁判に訴えることも予想される。
　これらのことを要するに、すべて何らかの基準にもとづく「優遇措置」は、基準が複雑であればあるほど、またその基準が（たとえば今回の最高裁判決のような理由によって）変更される回数が多ければ多いほど、優遇措置を受けることができなかった企業にとって「不公平な制度に見える」ことを意味する。
この理由で、優遇措置を前提するＣブロック（およびＦブロック）のオークションは、最初から多数の潜在的問題を抱えていた。これに対し、Ａ・Ｂブロック・オークションにおいては、すべての参加者が一様に取り扱われたため、見かけ上の「不公平」が少なかった。FCCに対して反対意見を表明する理由、裁判所に対して不公平・不公正を主張し訴訟を提起する可能性も少なかったのである。
本来、「絶対的な公平・公正」というものは証明できないのであるから、すべての参加者を平等に扱うＡ・Ｂブロックの制度と、優遇措置を導入したＣ・Ｆブロックの制度との間で、公正・公平の観点からする優劣は存在しないはずである。それにもかかわらず、FCCが多数の意見を集めてオークション制度を構築する過程においては、制度が単純であるＡ・Ｂブロックが、制度の複雑なＣ・Ｆブロックよりもトラブルを生じることが少なかったのである。

d.　優遇措置変更から生じた訴訟

　FCCが上記7月18日のメモランダム・命令を出したのと同時期に、Omipoint社は、連邦ワシントン控訴裁に、FCCが8月29日に予定しているＣブロック・オークションの開始を差し止める（stay）命令を下すよう申請した。同社は、7月18日の規則改訂について、下記の2点を申請理由としている。第1に、すべての小規模事業者に49.9％までの外部出資を認めるのは、小規模企業を隠れ蓑にした大企業の進出を助長すること、第2に、FCCが同上規則変更について事前予告・コメント募集を省いたことが、規則変更に関する手続規定に違反することである。同控訴裁は申請を認め、その結果、FCCは8月29日のオークション開始予定を延期した。
R. Hundt FCC委員長は、本件によってＣブロック・オークションが半年程度は延期されるだろうとの談話を発表した。Omnipoint社では、「本申し立てによるオークション延期は望むところではないが、当社が他社と互角に競争するためには、49.9％までの外部投資を募る必要があり、そのための時間が必要であったので、同差し止め申請に踏み切った。」とのことであった。なお同社は、すでにニューヨーク地区で創始者優遇制度によるPCS免許を取得しており、真の狙いは、Ｃブロック・オークションの延期によって、ニューヨーク地区での自社の先行態勢を確立することにある、とする批判もある。
　上記Omnipoint社によるＣブロック・オークションの延期申請については、Ｃブロックへの参加を予定している多数の事業者から、オークション延期によってすでに免許を取得している事業者との差が拡大するので望ましくない、とする意見が出された。しかし他方では、Omnipoint社の立場に追随する企業も見られた。RadioFone社、Qtel社、NEWWAVE社は、FCCの新ルールが大企業のオークション参加を助長するものとしてこれを批判している。
　1995年9月29日にいたり、連邦ワシントン控訴裁判所は、Omnipoint社によるＣブロック・オークションに関する上記訴えの審理をおこない、すでに出していた差し止め命令を撤回し、FCCにオークション開始を認める旨の判決を下した。FCCはこの判決を受けて、同年12月中にオークションを開始する方向で準備を開始した。
　他方、ルイジアナ州を拠点とするRadioFone社は、同一地域におけるセルラー電話とPCSのサービス供給制限について、連邦第13控訴裁判所（Cincinnati）にＣブロック・オークション差し止めの訴えを提出し、同控訴裁はこれを認めた。これに対し、FCCは、Ｃブロック・オークションが繰り返し延期されることを防止するため、同控訴裁の差し止め命令を即刻解除することを訴える意見書を連邦最高裁に提出し、同最高裁は、同年10月26日に連邦第13控訴裁の差し止め命令を否定する決定を下した。
　さらに、1995年11月にいたり、連邦第13控訴裁は、FCCに対し、セルラー電話とPCSの双方の周波数を所有する「クロス所有（cross ownership）」の制限を再検討するよう勧告を出した。これに対し、FCCは、本問題によってＣブロック・オークションがさらに遅延することを避けるため、控訴裁判所の決定を考慮し、クロス所有制限ルールに抵触するRadioFone社等のＣブロック申請希望事業者に対して、「条件付き参加」を認めた上で、オークション自体は予定どおり、12月に開始することを決定した。すなわち、セルラー事業を所有しているために、同規則からオークションに参加できない事業者も、期日までに定められた参加申込書類（short form）を提出し、かつ、クロス所有禁止規則に関する適用猶予を請求すれば、オークション参加資格が与えられることとした。ただし、これらの事業者はオークションに参加できるが、司法および行政面における今後の規則検討の結果を受け入れることを要求され、かりにオークションで免許を落札しても、クロス所有の禁止ルールが覆らないかぎり、免許は交付されないことになる。そしてまた、FCCは、「これらの検討過程で、FCCは当初提案した規則がそのまま残るように尽力することを予定している。」との声明を発した。上記のような幾多の措置によって、Ｃブロック・オークションは、ようやく1995年12月の開始に漕ぎつけることができた。
B. Ｃブロック・オークションの実施経過と結果
1.　オークション開始まで
　広帯域Ｃブロック・オークションは、1995年12月18日にスタートした。当初同年4月の開催が予定されていたが、前節で解説したように、オークション参加規則をめぐって訴訟が相次ぎ、また、途中で最高裁判決のために規則の大幅修正が必要となったこともあって、開催が大幅に遅れたのである。Ｃブロック・オークションでは、全米で493のBTA（基本商業エリア）における、各30MHzの周波数帯が対象になっており、小規模企業などの優遇事業者だけが参加資格を持つことになった。
　Ｃブロック・オークションでは、その開始時において、事務的・技術的な面で若干のトラブルがあったことが記録されている。まず、当初オークション参加を申請した377事業者のうち、約3割にあたる109事業者が資格不足、書類不備等の理由で申請を却下された。これらの一部は、書類不備を修復してオークションへの参加が認められたが、大多数はそのまま参加を見送り、結局参加資格を認められたのは254事業者であった。参加事業者がFCCに納付した証拠金（upfront payments）は，合計7億6,750万ドルに達した。
他方、FCC側においては、コンピュータ検索用ソフトウェアの不備のため、申込企業の秘密情報が一時的に公開されるというハプニングが生じた。FCCは急遽ソフトウェアを修復し、また、FCCインターネット・サイトの改修措置をとって事態の収拾に努めたので、本事故は、大きな問題には発展しなかった。
　Ｃブロック・オークションに参加した企業は、もとより小規模企業の定義を満たす事業者であるが、それぞれ認められた範囲内で大企業の出資や後援を受けている。証拠金額の大きな順に並べれば、それらは、US Airwave社（MCI、現代自動車出資）、NextWave Personal Communications社（SONY, Qualcomm出資）、Go Communications社（Northern Telecom, 日商岩井、三菱重工等出資）、DCR社（Westinghouse等出資）、Personal Connect社（McCaw出資）、Omnipoint社（Northern Telecom出資）等である。これらの参加事業者が支払った証拠金は、金額の大きい順の上位15社で、各81百万ドルから8百万ドルに及ぶ。（証拠金の単価が1MHz・1サービス人口当たり0.015ドルであることから）それは1.8億人から1,800万人をカバーするサービス領域を示すものであり、野心的なオークション参加計画であることを示している。

2.　オークション実施経過
　広帯域PCSのＣブロック・オークションは、1995年12月18日に、254事業者の参加のもとに開始された。当初、年末休暇に入るまでに合計4ラウンドが実施され、入札額合計は、12億ドルを上回るハイペースで進行した。この金額は、1年前のＡ・Ｂブロック・オークションが同一ラウンド時点で記録した6億7,800万ドルを大きく上回っている（Ａ・Ｂ・Ｃブロックのそれぞれが、同一の周波数帯域幅30MHzを持つことに注意されたい）。このようにＣブロック免許の価値が高く評価された理由としては、第1に、オークション開始まで1年余も待たされたので、一般の認知が進み、多数の事業者の関心を呼んだことが挙げられる。第2に、Ｃブロック・オークションは細分化されたBTA単位で実施されているため、広い地域をカバーするMTAに比べ、比較的低額の投資で重要地域にサービスを開始することができる。そのため、Ａ・Ｂブロックを落札した大規模事業者が、自己のサービス地域での支配力をさらに強化するために、「戦略拠点」にあたるＣブロックの周波数も入手しようとしたためである。第3に、分割払が認められていたことが挙げられる。
　Ｃブロック・オークションは、翌1996年1月5日に再開された。前年におけるＡ・Ｂブロック・オークションでは、当初の入札がスローペースで進んだが、これに対し、Ｃブロック・オークションでは当初から早いペースで進み、1月末の第17ラウンド終了時の最高入札額の合計は44.8億ドルに達した。この金額は、すでにＡ・Ｂ各ブロックの落札額（創始者優遇制度による免許交付分の調整後）を上回っており、Ｃブロック免許の人気が高かったことを示している。
　なお、1月のオークションの進行中に、参加企業の一つであるPCS2000社による1億ドルの誤記が問題になった。同社は、第11ラウンドで、10倍以上の破格の入札金額を提示した。これについて同社は、「入札用のコンピュータ画面への入力を誤り、余分のゼロを一個加えてしまった。」として、FCCに対して入札取消にともなう罰金免除を申請した。（入札金額を故意につり上げる目的の「誤った入札」を防ぐために、FCCはルールを定め、入札の取消については、最終入札額との差額分を支払う義務を科している。したがって、PCS2000社の入力ミスは弁解の余地がない。しかし本件については、後にFCCが、実際に単なる入力ミスであったことを認め、ペナルティの大部分を免除するとの決定を下した。）
　2月に入って、Ｃブロック・オークションは20ラウンドが実施され、同月末の第37ラウンド終了時点の最高入札額合計は75億ドルに達し、Ａ・Ｂブロックの落札額の合計である77億ドルに迫る勢いを見せた（すなわち、Ａ・Ｂ各ブロックの約2倍近くにまで上昇した）。Ａ・Ｂブロックの落札額のサービスエリア人口1人あたりの免許価格（POP平均価格）が15.57ドルであるのに対し、2月末のＣブロック入札額は、すでに29.42ドルになっている。
　Ｃブロック免許価格の急上昇については、たとえ分割納入が認められているとしても、実際にこのような高額の免許代金が採算に合うか否かが疑問になっている。これらに対し、FCC のHundt委員長は、「FCCとしては、Ｃブロックの免許価格の上昇を歓迎する。しかし、もし、落札事業者が実際に約束どおりの金額を納入できなかった場合には、すでに定められているルールを適用し、交付免許は直ちにFCCに返還されることになる。」旨、警告を発した。
　3月に入って、Ｃブロック・オークション価格は引き続き上昇を続けたが、1月および2月に比して上昇ペースは鈍化した。3月22日の第58ラウンドから、FCCはオークション・ルールを第2段階（各入札者は、落札を希望するライセンスの人口合計の80％を上回る地域に入札し続けなければならない）に移行させて、オークションの収束を図っている。3月末の第68ラウンド終了時点の合計入札額は95億ドルに上り、POP平均で37.06ドルを記録している。
　4月に入って、Ｃブロック・オークションの入札スピードは急速に低下したが、4月末の入札額合計は102億ドルに達した。そして、翌5月6日、同オークションはスタートから足かけ5カ月を経て、計184ラウンドをもって終了し、合計落札金額は102億ドルに上った。当初255事業者がオークションに参加したが、最終的に免許を落札したのは89事業者であった。
　なお前述のように指定優遇事業者は、落札額の割引と分割払いの双方を認められることになっている。まず、落札額について10％を割り引き、その90％（Ｆブロックの場合には20%割引で80％）を納入すればよく、これに加えて、10年間の分割払いが認められた。10年間のうち最初の6年間は、分割払いから生ずる利子のみを支払い、残りの4年間で利子および元金を支払うことになる。これは、事業開始当初の収入額が少ないPCS事業の事情と合致し、指定優遇事業者にとって大きな利益をもたらす。逆にいえば、このような優遇措置があったために、Ｃブロック免許の落札額が（分割払いを認められていない）Ａ・Ｂブロック免許の支払額の2倍近くに達したと言うこともできる（●図Ⅸ.2●）。
図IX.2：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、Ｃブロック）
	FCCオークションNo.
	Auction #5

	名称
	広帯域PCS（Ｃブロック）

	実施年月日（Date）
	1995年12月18日～1996年5月6日

	免許（Licenses）
	493免許: 493 Basic Trading Areas (BTAs)に各1個

	周波数帯（Spectrum）
	1895-1910; 1975-1990 MHz

	割当周波数幅（Bandwidth）
	30 MHz (15 MHz対)

	オークション回数（Number of Rounds）
	184

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	83

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	255

	落札者数（Winning Bidders）
	89中小事業者が493全部を落札
（うち2事業者が18免許を返還, Auction #10で再入札）

	合計支払額（Total）
	$9,270,319,265.48

	合計落札額（Net Bids）
	$10,071,708,841.50

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	$72,805,337.73

	不払分（Defaulted）
	$874,194,913.75


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/blk_c/cbk1fact.html、1998年閲覧）。
　Ｃブロック・オークションは、1996年5月に終了したが、その後FCCは、支払不能等の理由で返還されたＣブロック免許の第1回再オークションを、同年7月16日に実施した（●図Ⅸ.3●）。その結果、Ｃブロックで合計493免許が発行され、（割引額を除いた）純落札額は、第1回再オークションを含め計102億ドルに達した。
また、1997年1月14日に終了したＤ・Ｅ・Ｆブロック・オークションにおいて、88事業者が491個のＦブロック免許を獲得した。しかしながら、その入札時期が、Ｃブロックの「問題」（次節で説明する）が表面化した後であったため、PCSオークションの人気が低下し、これらの落札額は、25億ドル余という低水準に留まった（●図Ⅸ.4●）。
図IX.3：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、Ｃブロック再オークション）
	FCCオークションNo.
	Auction #10

	名称
	広帯域PCS（Ｃブロック再オークション）

	実施年月日（Date）
	1996年7月3日～7月16日

	免許（Licenses）
	18 Basic Trading Area (BTA)免許 (C block auctionの返還分)

	周波数帯（Spectrum）
	1895-1910; 1975-1990 MHz

	割当周波数幅（Bandwidth）
	30 MHz (15 MHz対)

	オークション回数（Number of Rounds）
	25

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	8

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	32

	落札者数（Winning Bidders）
	7

	合計支払額（Total）
	$697,213,949.50

	合計落札額（Net Bids）
	$904,607,467

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	$72,805,337.73

	不払差引分（Less Default Payments）
	($213,807,705)

	不払分（Default Payments）
	$6,414,232.50


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/creauc/cre1fact.html、1998年閲覧）。
図IX.4：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、Ｄ・Ｅ・Ｆブロック）
	FCCオークションNo.
	Auction #11

	名称
	広帯域PCS（Ｄ、Ｅ、Ｆブロック）

	実施年月日（Date）
	1996年8月26日～1997年1月14日

	免許（Licenses）
	1479免許: 493 Basic Trading Area (BTA)に各3個

	周波数帯幅（Spectrum）
	Dブロック:1865-1870/1945-1950 MHz

Eブロック:1885-1890/1965-1970 MHz

Fブロック:1890-1895/1970-1975 MHz

	割当周波数（Bandwidth）
	10 MHz (5 MHz対)

	オークション回数（Number of Rounds）
	276

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	85

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	153

	落札者数（Winning Bidders）
	125事業者が1472免許を取得 (うち7免許はFCCが保留) 

(うち93中小事業者が598免許を取得) 

(うち32一般事業者が874免許を取得)

	合計支払額（Total）
	$ 2,523,428,304

	合計落札額（Net Bids）
	$ 2,517,439,565

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	$ 5,988,739


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/def/def1fact.html、1998年閲覧）。
C. Ｃブロック事業者の支払不能とFCCによる「救済」

1.　オークション代金の支払不能の続出
　Ｃブロック・オークションは、1996年5月6日に終了した。30MHzの同一帯域幅を持つＡ・Ｂブロックのそれぞれに比較して、2倍近くの落札額となった。ただし、高落札金額は、都市とその周辺の主要地域に入札した少数の事業者に集中した。これらについて、落札金額の割引や分割払いという優遇条件を考えても、事業開始と継続が危ぶまれる状況が発生した。前記のように、Ｃブロック免許の落札事業者は、免許交付直後においては、頭金と（分割払いから生ずる）初年度の利子支払義務だけを負っていた。しかしながら、オークション価格が高騰したことから、5月6日のオークションが終了する前から、すでに「支払不能」の可能性が語られており、事業に対する悲観的見通しが急速に広がったのである。そのため、Ｃブロック免許取得者への融資約束の取消が続出した。自己資本をほとんど持たないでオークションに参加した小規模事業者の多くは、頭金や初年度の利子支払さえ困難になった。
　まず1996年5月に、Ｃブロックの落札事業者であるBD PCS社が、落札額の5％に当る頭金の免除申請をFCCに提出した。同社は、韓国のSamsung Electronics社や、Dacom社などの出資を受けているとしていたが、これに加え、US West社による出資約束の有無をめぐるトラブルがあったと伝えられている。FCCは同社の申請を却下した。以後、頭金や利子支払の免除を申請するＣブロックの落札事業者が次々に出てくることになる。
　1996年6月になって、FCCは、同時点までに頭金未納入などの理由によって、規則どおりにFCCに返却された失格免許の再オークションを、同年7月に実施することを発表した。これに対し、一部のＣブロック落札事業者から、再オークションの一時停止の申請が、連邦ワシントン控訴裁判所に出された。しかしながら、同申請は却下され、前述のように、再オークションはFCCのスケジュールどおりに実施されて、7月16日に終了した。
この段階で、FCCの規則にしたがって（当初は落札したが支払不能等の理由で）Ｃブロック免許を返却し（納入済頭金を失っ）た事業者は、FCCが後の時点で他のＣブロック事業者に対して支払猶予等の措置をとったことに対し、不公平であるとして、同措置への不服申請をおこなうことになる。
　1996年7月ごろから、Ｃブロックの落札事業者から、頭金・初年度利子支払の困難を理由として、支払期限の延長や支払免除あるいは割引等の申請が次々に出され、それらをめぐって「Ｃブロック分割支払方式の再検討（restructuring of C-block install payments）」が公然と議論されるようになった。これに対し、FCCは、当初決定された規則の実施、すなわち規則どおりに必要金額を支払って免許を保有するか、支払不能の場合には免許を返還するか、のいずれかを選ぶべきことを強調していた。しかしながら、一時的な支払停止を求める申請が次々に出される状況を見て、FCCは、1994年9月24日に、Nextwave Personal Communications社、Pocket Communications社、PCS 2000 LP社、GWI PCS社、Meretel Communications社の5社に対し、「上記5社のＣブロック・オークション参加資格を再検討している」という理由で、頭金の納入猶予の措置をとった。
後になってFCCは、「自ら制定した規則を曲げ、FCCとその制定した規則の権威を失わせた」と批判されることになるが、1994年9月の決定は、FCCによる最初の「規則の事後的変更」であった。
上記のようなFCCの措置に対して、Ｃブロック・オークションの落札事業者であるCalorina PCS社は、上記5社に対する支払猶予が公平原則に反するとして、Ｃブロックの落札事業者すべてに対し同様の措置を適用する申請をおこなった。以後しばらく、FCCは、Ｃブロック落札事業者から出される支払猶予申請と、FCCの措置に対して（不公正である等の理由によって）不満を示す意見表明・訴訟等への対応において、混乱状況を示すことになる。　　

なお、1996年夏から同年末にいたるまで、広帯域PCSの各10MHz帯Ｄ・Ｅ・Ｆブロック・オークションが実施された。Ｃブロック・オークション後の経過を反映して、上記3ブロック・オークション入札額は、Ｃブロックよりもはるかに低い水準で推移した。

2.　FCCによる支払猶予
　翌年1997年2月末にいたり、FCCは、新たに無線通信局案件WT97-82「FCC規則第1部の修正――競争入札手続（Amendment of Part I of the Commission's Rules--Competitive Bidding Proceeding）」を開始し、まず「命令およびメモランダム意見と命令および規則制定提案（Order, Memorandum Opinion and Order, and Notice of Proposed Rulemaking）」（FCC97-60）（February 28, 1997）を発表して、従来はFCC規則第24部でPCSを対象として検討されてきたオークション規則全体を見直し、PCSだけでなく、周波数全般に適用されるべき「オークション規則」を、FCC規則第1部「手続・手順に関する規則（Practice and Procedure）」中に設定することを表明した。
またFCCは同文書の中で、一般的な周波数オークションに関する規則提案の特殊ケースとして、今回のＣブロック・オークションの支払条件の見直しを提案し、コメントを求めている。同提案の中で、FCCはオークション一般のための規則として、分割支払に代えて大幅割引を考慮すること、オークション途中で入札金額が証拠金に比して高水準になった場合に、証拠金の増額を求めること等について、コメントを求めている。
また、Ｃブロック・オークション後の事態への対応策として、支払遅延に対するペナルティ課金の是非、支払不能の場合の手続きの変更、「支払猶予期間（grace period）」に関する規則の変更等について、コメントを求めている。本提案において、FCCは、FCC規則第1部の修正という一般的な形式をとりながら、Ｃブロック免許受領者における支払不能事態の救済策を探り始めたのである
。
　1997年3月31日に、FCCはＣブロック免許受領者多数の要求を容れ、同受領者すべてについて、分割払いの支払開始期限を、当分の間延長する措置をとった（Ｆブロック免許保有者についても、4月28日に同様の処置をとった。）。この措置によって、FCCは、Ｃブロックにおける「困難」を、行政行為の形式ではじめて認めたわけである。
　その後、6月2日にFCCは、「分割払いに関する公示（Installment Public Notice）」を発して、ＣブロックおよびＦブロックにおけるPCS事業への融資条件に関するコメントを募集し、また、6月30日には、「公開討論会（FCC Public Forum）」を開催した。同公示に対しては、200近いコメントが寄せられ、また、フォーラムにおいても多種多様な意見が出された。FCC文書によれば、Ｃブロックの状況に関する意見は2種類に大別される。第1は、Ｃブロックの免許保有者が小規模事業であり、かつ、厳しい融資条件に直面していることを理由として、各種の「優遇措置（金額の減免、支払期限の延長など）」が必要であるとする。第2は、これに対し、当初の規則を変更して（曲げて）上記のような優遇措置を講ずることは、FCCとその規則の権威を損じ、今後のオークションにおいても同種の優遇措置を期待して入札をおこなう傾向を生ずる等の理由で望ましくない、たとえ破産に陥る事業者が続出しても、当初規則の厳格な実施が必要であるとする。
　当時Hundt委員長をはじめとするFCC委員（定員5名）の1名は欠員であり、また、委員のうち1名を除くすべての委員の任期終了が、同1997年秋に迫っていた。また、Ｃブロック免許取得者に対する優遇措置について、「手厚い」優遇措置を主張するHundt委員長と、これに反対して規則の厳密な実施を主張する他の委員との間に意見の相異が生じ、FCCはこの時期、困難な状況にあった。
3.　FCCによるCブロック落札者の「救済」（1997年9月）
a.　FCCの「救済」提案をめぐる対決

　FCCは、1997年9月25日に、無線通信局案件WT97-82において、「第2報告・命令と規則改正案（Second Report and Order and Further Notice of Proposed Rulemaking）」（FCC97-342）（September 25, 1997）（SRO-FNPRM）を決定し、Ｃブロック免許保有者の代金支払問題について、特別の（extraordinary）「救済・処理方策」を提案した。
本文書については、FCCが採用した同方策は不十分であり、さらに多くの混乱をもたらすことが予想されるので、同案よりもさらに手厚い救済策を考慮するべきであるとする意見が出された。この意見は、FCC内ではHundt委員長、議会では、下院通信小委員会の主要メンバーによって主張された。

他方、Hundt委員長以外のFCC委員は、同方策を支持した。本SRO-FNPRMの作成は、FCC内で無線局スタッフが中心となり、これに法務部、企画政策部スタッフが加わって作られた対策委員会（Task Force）によったが、その採択については、上記のようにFCC内で賛否が分かれ、Hundt委員長は一部の主要部分について反対投票をした。また、当然のことながら、Ｃブロック免許保有者・オークション参加者の間でも賛否が分かれた。
　本FCC提案について、T. J. Bliley、E. J. Markey、W. J. Tauzin、John Dingell下院議員は、Hundt委員長の意見を支持して同提案に反対し、Ｃブロック免許保有者のうち、免許代金支払が困難な事業者については、「分割払い金額の『現在価値額（NPV: Net Present Value）』による一括売却計画（full-price buyout option）」の実施を主張した。Ｃブロック免許の分割払いは、10年の支払期間のうち最後の4年に集中しているので、NPVの金額は、そのために使用される「割引利子率」の高低によって大きく影響され、当初の名目入札額（分割払い金額のそのままの合計）の15％から40％の間で変動する。「一括売却」案の推進側は、NPVが名目入札額に対して大幅割引になるのは、当初オークション金額の分割払いを認めたことの当然の結果であり、また、それだからこそ、Ｃブロックの入札金額が、（即時払いを要求された）Ａ・Ｂブロックの入札金額の2倍近くになったとして、同案を主張した。
これに対し、Hundt委員長を除くFCCメンバー全員は、同案はオークション後における「実質上の支払金額割引」であるとして反対し、もし同案を認めれば、Ｃブロックの免許保有事業者で、すでに分割払いを開始している者、Ｃブロック・オークションの途中で入札を諦めた事業者との間で大きな不公平が起きると反論した。同反論は、支払困難に陥っているＣブロック免許保有者以外のオークション参加企業一般からも支持され、また、議会においては、E. F. Hollings上院議員、John McCain上院議員が支持した。
　経済理論や金融分野の専門家の立場からすれば、上記の意見の対立については、前者すなわちNPVの採用に軍配を上げるべきである。NPVの計算においてどのような割引利子率を採用するかの問題は残るにしても、NPVの採用自体は、金融分野で日常的におこなわれている取引に対応しており、問題ないはずである。しかしながら、それは「不当な事後的割引」という外見を与え、また、Ｃブロック・オークション代金の支払困難という問題自体が、「あとは野となれ山となれ型のいい加減な入札行動」から生じたとする受け取り方が広がっていたため、FCC委員の多数および一般の支持を得られなかったものと考えられる。

b.　FCCの「救済」提案の内容

　SRO-FNPRMにおけるFCC提案の大要は、下記のとおりである。まず、Ｃブロック免許保有者（現在そのすべてが支払猶予を受けている）に対し、下記（1）～（4）の1項目を選ぶことを認める。
（1）当初方式の継続（continuation）：当初認められた方式にしたがって分割払いをおこなう。ただし、（現在一時停止措置が取られている）支払の再開時期を1998年3月31日（60日間の支払猶予期間が自動的に認められるので、実質的には5月31日）とする。
（2）免許の分割（disaggregation）：Cブロック各免許の周波数幅30MHzを分割し、その半分すなわち15MHzをFCCに返還して当初の落札金額の半分の免除を受け、残りの15MHzについて当初の落札金額の半分を支払う。ただし、有利な営業区域だけをピックアップして保有し、不利な分についてのみ返還することを防ぐために、いくつかの制限（たとえば同一MTA内では、すべてのBTAを返還するか、あるいは全く返還しないか、いずれか一方だけの選択を許す。つまり、中心都市地域の分を手元に残し、周辺の非都市地域の分を返還することは認めない）を設ける。また、上記分割オプションを選択した企業は、ある一定期間（たとえば2年間）、分割・返還地域における免許の取得や再オークションへの参加を禁止される。
（3）義務免除（amnesty）：入手した免許すべてを一括して返還し、FCCに対する支払義務の免除を受ける。ただし、頭金は免除されない。すでに支払った分割払い分は返還される。また後になって、返還分の免許を入手することや、再オークションに参加することは自由である。なお、本オプションは、事業者が入手したすべての免許を一括して返還するか否かを選択することを要求しており、下記例外を除いて分割を認めていない。その例外とは、事業者が5年以内に設定されている通信設備の建設義務を、本文書発行日である1997年9月25日までにすでに達成している場合である。
（4）一括支払（prepayment）：1998年1月15日を期限として、自己の落札した任意の免許を、落札名目額（落札割引適用前）を支払って購入することができる（現在価値計算も適用されない）。その代金の一部として、すでに支払った頭金の70％を充当することができる。この場合、同一MTA内で複数のBTA免許を保有している場合には、それらのすべてについて一括購入を選択しなければならない。一括購入しない免許はFCCに返還される。この場合、返還した免許の再オークションに参加することはできない
。
　上記（1）～（4）のオプションについて、Ｃブロック免許保有者は、定められた期日までにどの項目を選ぶかについてFCCに書面で通知し、必要な場合（入手免許を返還する場合を除くすべての場合）、定められた期日に支払を開始することになる。選択項目の届け出期日および支払開始期日は、それぞれ1998年1月15日と同3月31日に定められていた。
c. 　 FCC「救済」実施の停滞

しかしながら、1997年秋にHundt委員長を含めてFCC委員の大部分が交代し、また、この期間において多数の事業者から上記期限の延長申請や、FCCによる上記措置の実施差し止め訴訟が出されていた。これらの状勢を見て、FCCは、それぞれの期限の設定を、改めて命令が出されるまで延期する措置をとった。この間、（次節で説明するように）破産を宣言するＣブロック免許保有企業も出現し、1998年春まで、Ｃブロック問題は解決の途を見出せないまま時間が経過する事態となった。

d.　 FCC「救済」と再オークションの実施
　1998年4月17日にいたり、FCCは、Ｃブロック免許保有者の代価支払問題について、ようやく前述のSRO-FNPRMの実施を進める措置をとった。すなわち、FCCは無線通信局案件WT97-82において「公示（Public Notice）」（DA98-741）（April 17, 1998）を発行し、Ｃブロック免許落札者による「救済」の申請と「救済項目」の選択期限を、1998年6月8日に確定して、Ｃブロック問題の解決のための第一歩を踏み出した。なお、この時点で懸案となっていた破産Ｃブロック免許保有事業者については、これを本措置と切り離し、破産状態にない一般のＣブロック免許保有者のみを対象とすることとした
。
　FCCはまず、SRO-FNPRMで示された4項目に関する選択期限を上記のように1998年6月8日に定め、また選択された項目によって定まる（分割）納入分の支払開始期限を、1998年7月31日に定めた。さらに、同命令の発行までに寄せられたコメントや申請等を考慮して、選択対象となる4項目の一部を緩和し、Ｃブロック免許保有事業者にとって有利な方向に変更した。
またFCCは、SRO-FNPRMに定めた4項目に関するＣブロック免許保有事業者による選択届け出の実施状況を確認し、7月27日に同案件の「第4報告・命令（Fourth Report and Order）」（FCC98-176）（July 27, 1998）（FRO）によって、同選択の結果FCCに返還された免許の再オークションを、1999年3月23日に実施することとした。FCCは、同再オークションにおいて、264個の免許がオークションの対象になると推定している。
再オークションの規則としては、実質的に初回Ｃブロック・オークションの規則が踏襲される。しかしながら形式的には、初回のオークションがFCC規則第24部（PCS Service）に拠ったのに対し、今回はその大部分が新たに制定されつつあるFCC規則第1部（一般的な手続き方式）に拠るものとされた。（規則第1部のオークション方式は、広帯域Ｃブロック免許の再オークションだけでなく、他の目的のオークションにも適用される。）なお、今回SRO-FNPRMにしたがって初回Ｃブロック・オークションにおいて落札した免許（の一部）を返還した事業者は、証拠金（upfront payments）の支払額計算方式において、他の再オークション参加企業と比較して若干不利な取り扱い（前払金計算比率が高くなる）を受けることになった。

Ｃブロック免許（および少数のＥ・Ｆブロック免許）の再オークションは、FROにしたがい、1999年3月23日～4月25日に実施された。FCCは、この時点までに、PCS以外の周波数オークションを多数実施しており、本再オークションは、FCCによる「第22番目のオークション」になった（●図IX.5●）。
図IX. 5：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆブロック再オークション）
	FCCオークションNo.
	Auction #22

	名称
	広帯域PCS（Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆブロック）

	実施年月日（Date）
	1999年3月23日～1999年4月15日

	免許（Licenses）
	133免許: 15 MHzＣブロック免許

206免許: 30 MHzＣブロック免許

6免許: 10 MHzＥブロック免許

2免許: 10 MHzＦブロック免許

計347免許

	周波数帯（Spectrum）
	1895 - 1910 、1975 - 1990 MHz.（30 MHz C ブロック） 

1895 - 1902.5、1975 - 1982. 5 MHz（15 MHz C ブロック (C2)）

1885 – 1890、1965 - 1970 MHz（E ブロック） 

1890 – 1895、1970 - 1975 MHz（F ブロック）

	割当周波数幅（Bandwidth）
	C ブロック - 30 MHz

C ブロック(C2)- 15 MHz

E 、F ブロック- 10 MHz 

	オークション回数（Number of Rounds）
	78

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	17

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	67

	落札者数（Winning Bidders）
	57事業者が302免許を落札

	合計支払額（Total）
	

	合計落札額（Net Bids）
	$421,840,945

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	未定

	不払分（Defaulted）
	


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/blk_c/cbk1fact.html、2001年12月15日閲覧）。
計347免許の落札額は4.2億ドルにとどまったが、これはオークション対象免許の大部分が非都市地域のものであったことによる。また「救済」によってＣブロック免許の一部が分割され、1ブロックあたりの周波数幅が減少したことにもよる（●図IX.6●）。
図IX.6　広帯域PCSのCブロック周波数帯計画（分割後）

	チャネル

ブロック
	帯域幅
	周波数帯域

	
	（MHz）
	（MHz）

	C
	30
	1895-1910,
	1975-1900

	C1
	15
	1902.5-1910,
	1982.5-1990

	C2
	15
	1895-1902.5,
	1975-1982.5

	C3
	10
	1895-1900,
	1975-1980

	C4
	10
	1900-1905,
	1980-1985

	C5
	10
	1905-1910,
	1985-1990


FCC資料より作成（http://wireless.fcc.gov/auctions/data/bandplans/pcsband.pdf、2001年12月15日閲覧）。
e.　FCC「救済」の効果と意義

　FCCが提供した「救済」に対して、有資格の（破産を宣言していない）Ｃブロック落札者の大部分が、SRO-FNPRMの4項目の一つを選択した（しかし、それらが保有する免許を合計しても、Ｃブロック全体のサービス人口の半分に及ばない）。そのうち少数の事業者は支払義務免除申請等を出したが、FCCは特別の事情ある場合を除き、免除や期限延期を認めなかった（たとえば、FCCの「命令」（FCC98-290）（October 29, 1998））。
FCCは「救済」によって、混乱状態にあって先の見通しがつかなかったＣブロック落札者に、収拾に向けた選択肢を与えることに成功したと言うことができる。もちろん、Ｃブロック免許の主要部分（都市地域部分）の大半を保有する破産事業者の処理がつかず、また「救済」の結果FCCに返却された免許も多数に上るので、1998年6月8日の時点では、Ｃブロック免許のごく一部だけが「事業展開できる状態」になっていたにすぎない。

1999年3月の「再オークション」後においても、有効なＣブロック免許は、（サービス人口数で合計して）全体の半分にも届いていなかった。Ｃブロック問題の完全な解決には、Ｃブロック免許全体の過半に及ぶ都市地域の免許を保有する破産事業者の処理が残っている。

FCCが採用した「事後的規則変更（たとえば支払猶予）による救済」は、FCCに対する信頼を失わせ、将来の入札についてモラル・ハザード（何らかの救済を当てにして、自身の能力を超えた高額入札をおこなう）を引き起こす可能性がある。また事後救済は、オークション途中で「正直に」入札を諦めた参加者に対して「不公平」であり、この理由からする訴訟提起の理由にもなる。

しかしながら実際には、ＣブロックにおけるFCCの「救済」が大きな問題を引き起こすことはなかった。2001年末まで計36回のオークションが実施されたが、Ｃブロックのような「バブル」は生じなかった。関係者がオークションの経験を重ねたこと、またFCCの「救済」が「1回かぎり」のものである（前例とならない）ことが明らかであったこと、がその理由であろう。

さらに「救済」の不公平を理由とする訴訟も少数にとどまった。関係者が小規模事業者であったため、訴訟を提起する動機が弱かったこと、またFCCや裁判所が、次節で説明する「破産事業者」の問題に忙殺され、小規模事業者の提起する「不公平」問題をていねいに取り扱う余裕が無かったことなどが理由であろう。
上記をまとめると、Ｃブロックの「バブルから生じた支払不能」問題のうち、非都市地域の小規模事業者については、FCCによる「支払猶予、一部免許の返納」による落札事業者の支払負担軽減という「救済」によって、その大部分を解決することができた。他方、Ｃブロック全体の免許の過半（サービス人口による計算）が破産（大規模）事業者の手中にあり、再オークションが実施された1999年春の時点にいたっても、それがどのような処置を受けるかについての、見通しは立っていなかった。
D.　Ｃブロック事業者の破産と免許の帰属をめぐる混乱
　広帯域PCSのCブロック免許代金支払の問題を混乱させ、1995年末にスタートした同オークションの結果が、6年を経た2001年12月末まで決着していない主要な理由が、Cブロック・オークションの落札事業者、すなわち同免許保有者の「破産」（あるいは「破産」から生ずる結果を予想してとられた行動）である。1993年に改正された「通信法」のオークション条項（309(j)条）は、「連邦破産法」との適用境界が不明確であるという「欠陥」を残していた。そのため、Cブロック免許保有企業の一部（企業数では数社であるが、サービス人口ではCブロック全体の過半を占める）が、意図的あるいは非意図的にこれに乗ずる結果を招き、FCCは対応に振りまわされることになった。
本節においては、「破産」との関連でCブロック免許について生じた問題を概観する。

1.　米国の「破産制度」
a.　「破産」について
「Cブロック事業者の破産」を理解するための共通基盤として、まず「破産」について最小限の事項をまとめておきたい
。

周知のように、企業の「破産」とは、企業が負債の支払義務を履行できない事態が生じた場合、企業自らの、あるいは他者の宣言によって、「破産」という特別の状態が発生したことを公的に認め、（広義の）破産法
の定める特別の手続にしたがってその処理をおこなうことを意味する。

企業破産の処理には、大別して「清算」と「再建」がある。清算の場合、破産企業が消滅することを前提として、破産時に残っている同企業の資産を債権者間で分配する。他方、再建の場合には、破産企業が何らかの形で存続することを前提として、同企業に対する債権者の債権その他の権利を「再定義・再構成」する。清算と再建のいずれの場合でも、複雑に入り組んだ権利関係の処理内容とそのための手続きについて詳細な定めがある。これが（広義の）破産法の内容である。企業再建の場合には、過去に一応の決着をつけるとともに、将来に向けての設計が必要になるため、とりわけ詳細な規定が設けられている。

企業破産が発生し、再建に向けて処理が進められる場合には、破産企業の所有する資産をどのように評価し、また破産企業に対する債権その他の権利（経営権を含む）をどのように取扱うかについて、関係者の協議のもとに「再建計画」を作成することになる。容易に想像できるように、この種の「権利関係の整理と再建計画の作成」は煩雑な仕事である。現代の破産法の価値は、それがこの仕事をできるだけ簡明に進めるための道筋を与える点にある
。

破産時においては、債権者間の公平を保つため、当該企業の資産の処分が一時的に凍結される（破産時における「破産企業あるいはその資産の保護」と呼ばれる）。もとよりそれは、一部の債権者が、「抜け駆け」によって破産企業の資産を、他の債権者の犠牲において自己のものとすることを防ぐためである。

b. 米国の「破産法」

　米国の破産法が体系的に整備されたのは1898年であるが、それが今日の形にまとまったのは1978年のことである。米国では、「破産（bankruptcy）」は、「正直なしかし不運な債務者（honest but unfortunate debtors）に新たな発足（fresh start）の機会を与えるための手段」とされ、年間100万件以上（米国国民の90人に1人）が破産裁判を受けている。つまり破産はほとんど日常的な経済行為の1つであり、（たとえば保険によってリスクをカバーするのと同じように）破産手続きによって「経済的な不運」に対処していると言われる。また破産制度は、ベンチャーなどの有望な、しかし失敗リスクも大きい事業機会を試すために必須の「経済基盤」になっている。

　米国の「破産法」は、総論と各論に分かれ、章（chapters）編成になっている。各論には、個人・家計向けの7章（清算型）、同13章（延払型）、事業再建のための11章、個人農家向けの12章、地方公共団体のための9章がある。Cブロック事業者の「破産」は、破産法11章による「事業再建」目的のもので、米国では “chapter-eleven bankruptcy” の名称で広く知られている。

　破産ケースの裁判、すなわち破産企業の資産の評価と処理、債権者への分配、ビジネス再建計画の作成などのため、米国では「連邦破産裁判所（Federal Bankruptcy Court）」が各地域に設置されている。日本の「簡易裁判所」と類似した位置づけで、破産裁判所の決定に不服の場合は、連邦地方裁判所（Federal District Court）、連邦控訴裁判所（Federal Appeals Court）、連邦最高裁判所（Federal Supreme Court）の階層をたどって上告できる。破産裁判官（bankruptcy court judge）は、破産処理の手続きを合理的に、かつ敏速に進めるための専門家である。

2.　Cブロック・オークション落札代金不払の結果
a.　通信法規定（FCC規則）と破産法規定
　FCCによる周波数オークションで免許を落札した事業者に対しては、頭金を含めて落札額を支払えば、FCCから免許が交付される。Cブロックのように代金の分割払いが認められた場合は、頭金の支払後に免許が交付される。交付された免許はその企業の所有物となり、他方その企業は、FCC（連邦政府）に対して、免許代金の支払という債務を負うことになる。問題は、分割払いが認められた落札事業者による代金の支払いが滞った場合に発生する。

通信法に基づくFCC規則では、代金不払の場合は、一定期間の猶予の後に「免許が自動的に無効になる」旨定められている
。したがってFCCの立場からすれば、落札事業者が破産状態にあるか否かにかかわりなく、代金不払に対して上記規定が適用され、FCCは免許を無効化・没収して、同一免許を他者に発行する権限を持つことになる。

しかしながら、破産法の規定によると結果が異なる。免許を交付されれば、それはその時点で免許を受けた落札事業者の「資産」となる。その事業者が「破産」状態に立ちいたった場合、保有免許は、他の資産と同様に企業資産の一構成要因として処理される。FCCは、他の債権者と同格の立場で、破産処理規定にしたがってその企業の（破産後の）資産に対して権利を持つにすぎないことになる。つまり免許「資産」は、その企業の債務の返済に当てられる資産（あるいは資産再評価の後に新しくスタートする再建企業の資産）の1つにすぎず、FCCが破産企業に対して持つ権利は、（破産後の）資産としての免許の価値によって左右される。

さらに破産法は、「いかなる政府機関も、破産を宣言している企業から、その企業に債権を持っているという理由で（中略）免許（中略）等の交付拒否（deny）、強制返納（revoke）、無効化（suspend）、更新拒否（refuse to renew）などのことをしてはならない」と定めている
。これはもとより、破産状態にある企業を債権者（政府を含む）の手から遮断し、企業再建を円滑に進めるための規定である。したがってFCCは、免許の（分割払）代金の未払を理由として、免許の取り戻しはもとより、無効化もできない。免許は同事業者の手許に有効な状態で留まることになる。

通常の常識からすれば、FCCは債権者の中で特別の地位を持ち、同企業の保有する免許という資産に対して特別の「請求権」を持つべきであると考えられるが、連邦破産法の厳しい規定は、FCCが債権者として特別の地位に立つことを禁じているのである
。
　もとより、国民の利益を代表するべきFCCとしては、このような結果を容認できない。もともとオークションでは、入札企業が入札対象物を入手するために代価を付けるのであるから、その代価が支払われることは当然である。自分で支払うことができない金額を自分から入札するのは、自己矛盾であるという前提がある。しかしながら、オークションと分割払いという2つの制度の結合（あるいは、FCCが「免許発行機能」と「融資機能」という2個の機能を持ってしまったこと）から上記の事態が発生し、FCCは対策に苦慮することになった。
　1993年の通信法改正時に、あらかじめこの可能性を予想し、改正内容に適切な条項を設けておけば、この問題は生じなかったであろう。しかしながら、通信法改正が議会で検討されていた時期には、オークションにともなう他の問題に関心が集中しており、オークション代金に分割払いを認めた場合に生ずる「破産法」規定とのギャップは取り上げられなかった。通信法改正後、FCCがオークション実施規則を制定している期間において、当事者の誰かがこの点に気づいたかもしれない。しかしながら、破産法に法律条文として明示されている手続きを否定する内容をFCC規則として制定することは不可能である。もし制定しても、訴訟になればFCC規則は否定されてしまう。あるいは、FCCの主たる関心は、オークションが順調に機能するか否かというシステム面・経済面にあり、破産法とのギャップという法律面には向けられなかったのかもしれない。

結局のところ、「周波数使用免許」が、破産法の対象である「資産」の範疇に入るか否かの問題になる。通信法301条はこれを否定し、破産法525条は実質的にこれを肯定している。法律自体がこの意味で矛盾しているので、その決着は裁判に依るほかはないことになる
。

b.　Cブロック事業者の破産
　Ｃブロックのオークションが予想を上回る高入札額で進行した1996年初頭において、FCCは、過大金額の入札が支払不能を招来する可能性を認めた。Hundt FCC委員長は、1996年2月に、（破産法とのギャップには触れることなく）分割支払の約束を果たさない（すなわち支払不能（default）状態になった）事業者は、FCCオークション規則にしたがって、交付された免許をFCCに返還しなければならない旨を強調した。
　Ｃブロック・オークションの落札者について支払困難が生じ、FCCが支払期限の一時的あるいは無期限猶予を考慮していた1996年12月中旬に、FCCの首席法務官William Kennard氏（後のFCC委員長）は、免許条件の細目についてFCCの見解を発表した。その中で同氏は、免許保有者が頭金や免許代金の支払不能の状態になったとき、免許保有事業者への出資者が、事業者に代わって支払うことは認められるが、そのことによって免許自体が自動的に出資者に移転するものではない旨を述べている。また、これに加え、免許保有者が破産し、破産法の規定にしたがって免許が破産裁判所の管理下におかれ、その結果として最終的に免許が第三者に移転された場合にその免許が有効になるためには、譲渡を受けた事業者がＣブロック・オークションの参加資格を満たしていなければならない旨を明らかにした。この時点でFCCは、Ｃブロック免許保有者が破産する可能性を公式に認め、対応策を明らかにしたわけである。
　翌1997年4月7日に、Pocket Communications社がボルチモア市において破産を申告し、「破産法」下の債務者保護条項に訴えて、同社がFCCに対して負っている落札金額の支払期限延期を求めた。同社は、Ｃブロック落札事業者の中では金額的にトップから2番目にあった。

3.　FCCによる収拾の試み
a.　立法努力（1997年）
　FCCは、1997年9月に議会に提出した報告書（X章A、FCC[1997]）の中で、以下のように述べている。Ｃブロック免許保有者の破産から問題が生ずる基本的理由は、「周波数免許」という公的資産がオークションによる「販売」の対象となった結果、あたかも通常の私有財産と同一であるかのような性格を持つにいたり、「連邦破産法」の条項が一般の私有財産と同一水準で適用されることにある。FCCは、同報告書の中で、「周波数免許に関する連邦破産法の条項に不備がある。周波数免許に対しては、破産法の保護条項の適用に制約を設け、FCCが破産状態になった免許保有者に対し、免許をFCCに返還させることができるように法律を改正するべきである。」との意見を述べている。
　1997年夏に議会が1998年度予算を審議していた期間、FCCおよび「大統領府予算局（OMB）」は、複数回にわたって上記趣旨の法案を議会に提出した。しかしながら議会の側では、「FCCの都合による破産法改正」に難色を示した。破産法関係の法案は上下両院の司法委員会（Judiciary Committees）で審議されるが、委員長をはじめとする大部分の委員は、「FCCの主張にしたがって破産法の対象となる財産の保護原則に例外を認めると、破産法の中での一貫性が失われるので望ましくない。周波数免許に関する問題は、破産法の側に改正を押しつけるのではなく、FCCが適切な処置をとることによって解決すべきである。たとえば、将来のオークションにおいては、分割払いを認めず、すべて一時払いのオークション（cash auction）で実施すればよい。」との意見であった。両院の商務委員会・通信小委員会の委員長もこれに同調した。その結果、破産法の改正によるＣブロック問題の解決は、1997年夏の時点では望み薄の状態になった。その時点での一般の予想は、「Ｃブロックの現状は泥沼状態であり、将来どれだけ訴訟が出てくるか予想もつかない。解決の道筋はまったく見えていない。」であった。
　議会が破産法改正案を通す可能性がほとんどないことが明らかになった1997年8月において、前述のようにFCCは、Ｃブロック免許保有者に4項目の選択肢を与え、その1項目を選ぶことによって必要な「救済」を図る方策を実施した。すなわち破産事業者の問題は棚上げして破産裁判所の判決に任せ、それ以外の事業者に対する処置を急いだわけである。しかしながら、この時点においては、Pocket Communications社に続いて破産申請に踏み切る事業者が多数出てくる事態も予想され、問題解決の糸口は見えていないという受け取り方が多かった。

b.　破産裁判所の判決
　1997年11月3日にいたり、Ｃブロック免許保有者であるGeneral Wireless社が、ダラス市において破産を申告した。これはＣブロック免許保有者としては2番目の破産のケースであり、同社はFCCに対して計9億5,000万ドルの負債を負っていた。
　1998年に入り、FCCが一般のＣブロック免許保有者の救済策実施に踏み切りつつあった時期に、FCCはまた、破産状態にあるPocket Communications社の再建策と、それにともなう同社保有の免許の処置に関して提案をおこなった。主たる内容は、新たに事業会社を設立してPocket Communications社の免許を受け入れさせ、新会社に、FCCに対する負債を当初よりも緩やかな条件で分割納入させるものである。この提案に対し、下院商務委員会Thomas J. Bliley委員長、John Dingell同委員会少数党リーダー、同通信貿易消費者保護小委員会W. J. Tauzin委員長は、それぞれ反対意見を表明し、FCCが一般のＣブロック債務者に対しては不十分な援助しか与えないのに、Pocket Communications社に過大な援助を与えることは望ましくないと述べた。
　1998年5月4日に、ダラス市の破産裁判所において、General Wireless社（GWI社）の破産に関する判決が出された。同判決によれば、GWI社が保有するＣブロック免許の「価値」は、1.66億ドルであると評価された。同社は、Ｃブロック・オークションにおいて、計10.6億ドル（ただし、10年分割払い）の入札をしており、既支払分1.06億ドルを除いて、現時点で9.54億ドルの負債をFCCに対して負っている。すなわち、本判決は、9.54億ドル（10年分割払い）であった同社債務の価値を、一挙に0.6億（＝1.66－1.06億）ドルに引き下げるものである。Ｃブロック免許の価値がこのように大幅に減少する形で再評価されたことに対して、同判決はいくつかの理由を挙げている。客観的な指標としては、Ｃブロック後に実施されたＦブロックの入札データを使用したとのことである。FCCのKennard委員長は、同判決に強い不満の意を表明し、「本判決は、米国の納税者から多額の金額を1事業者に贈与するもので、とうてい承服できない。」とし、控訴する意向を示した。他方、GWI社は同判決を受け入れ、免許条項にしたがって、Ｃブロック・サービス供給設備の建設を進めると声明した。
　本判決に対して一般のマスコミは、これがFCCにとって大きな打撃となるであろうと報じた。1997年9月に発表され、98年夏から実施が予定されているＣブロック免許保有者に対する救済策は、一時進行し始めたように見えるが、本判決によってその将来が不明になるとする意見が多かった。一般のＣブロック免許保有者も、GWI社への判決結果を見て、一旦は破産を宣言して免許の再評価を受け、「新しく出直す」ことが得策と考えるであろうからである。直接に破産の途を選ぶ事業者もあるだろうし、ダラス破産裁判所の判決を理由として、FCCに免許代金の「再評価」を要求する事業者も出てくるであろう。実際に、相当数のＣブロック免許保有者が、ダラス破産裁判所の判決の線に沿った免許代金の減額を要求したと伝えられている。また、小規模事業者を含むＣブロック免許保有者の一部が「Ｃブロック同盟（C Block Alliance）」を形成し、FCCに対して、1998年6月8日に設定されているFRO 4項目の選択期限を延期するよう要求した。
　しかしながらFCCは、1998年8月にいたって、FRO 4項目の選択をＣブロック免許保有事業者に命じ、破産事業者についてはその保有免許の処置を保留したまま、Ｃブロック問題の解決策を強行する方向を示した。他方FCCのKennard委員長は、本問題の基本原因が破産法規定の不備にあるとして、議会に対し規定整備を強く求める旨の声明を発表した。

c.　立法努力（1998年）
　1998年6月から、議会は1999年度予算の審議に入り、同予算関係法案とともに、FCCが要求する「破産法改正」案を検討した。前年度においては、「破産法の統一性（integrity）」を損ずるという理由で、同提案に強い反対が出され、法案は日の目を見なかったものである。
　下院通信小委員長W. J. Tauzin議員は、1998年9月末にFCC幹部に対しておこなった予算関係ヒアリングの席上で、Ｃブロック問題の処置に関するFCCの方策を強く批判した。Tauzin議員は、同ヒアリングの席上で「Ｃブロックは『規制における悪夢（regulatory nightmare）』になってしまった。FCCは、規則を事後的に書き直し、FCCに対する内外の信頼を失わせた。このような状態では、議会はFCCにＣブロック問題を任せることはできず、自ら手を下して処置しなければならないかもしれない。」と述べた。また、同ヒアリングで提示された資料によれば、1998年9月15日現在、Ｃブロック・サービス対象地域の人口の61.4％（1.55億人）をカバーする事業者が破産状態にあり、同15.06％（3,800万人）についてＣブロック周波数の半分15MHzがFCCに返還されて休眠状態にあり、13.31％（3,300万人）についてはＣブロック全周波数30MHzが返還されて休眠状態にあり、僅かに8.35％（2,100万人）分の免許だけが正常に発行・運用されている状態であった。
　連邦議会における1999年度予算の審議は、1998年9月末の期限を過ぎても合意決定に達せず、同年10月に審議を持ち越した。また同年11月には、FCCが推進中のＣブロック免許返還分の再オークション予定を、1999年3月23日以降に延期するべきであるとする申請がＣブロック免許保有事業者から出された。申請の理由は、一部のＣブロック事業者が連邦破産裁判所の審議下にあり、それらへの判決によってＣブロック免許の価値が大幅に変動するので、オークションは判決が出揃うまで延期するべきであるとするものである。
　1999年度予算の審議は、1998年10月19日に両院協議会の合意が成立し、「1999年度統合予算・緊急補正予算授権議案（Omnibus Consolidated and Emergency Supplemental Appropriations Act for Fiscal Year 1999）」（H.R.4328）が議会に報告された。問題の「連邦破産法改正」案は、同協議会の報告に入れられた。しかしながら、その経過について混乱があった模様である。Telecommunications Reports誌（1998年10月26日）が伝えるところによれば、保護下にある破産企業の周波数免許に対する「第一順位優先権」をFCCに与える旨の法律改正が盛り込まれた。上院予算委員会Ted Stevens委員長（前議会までは上院商務委員会・通信小委員会の有力メンバーであった）は、「3,000ページに及ぶ予算案・関連法律案を充分吟味できた議員はいない。（誰もくわしいことを知らない。）」旨のコメントを発表したとのことである。また、同議員補佐が伝えるところによると、「『破産法の修正法案』は、連邦政府印刷局（US Government Printing Office）が公式議会記録を印刷する際の「印刷エラー」の結果、同記録中に残ってしまった。」とのことである。

　同年11月18日に上下両院で可決された同予算関係法案には、FCCが希望した「連邦破産法改正」は入らなかった。下院の通信関係議員および司法関係の議員が、多数党・少数党双方を通じて強く反対したためと伝えられている
。
　
4.　NextWave社のケース

　以下においては、最大の破産事業者であるNextWave Personal Communications社（本節においてはすべてNextWave社と略す）のケースについて述べよう。NextWave社は、Cブロックにおける最高金額の落札者である。1998年春から2001年末にいたるまで、同社落札の免許の所有権をめぐるFCCとの争いが世間の耳目を集めた。2001年末にいたっても、NextWave社のケースがどのような結末を迎えるか予想できない状況である。以下においては、この間の経過を、裁判所の（相異なる）判決内容を含めて説明する。
a.　連邦破産裁判所、連邦地方裁判所判決

　1998年春に、FCCがCブロック落札事業者の「救済策」を確定し、落札代金未納状態の解消のために4項目から1個を選択するよう求めた直後に、NextWave社は、ニューヨーク南部地区連邦破産裁判所に、連邦破産法11章による破産を申請した。

　その後1998年秋に、FCCによる「立法努力」が失敗した。また翌1999年4月には、FCCの救済策によって返還された免許を含むCブロック等の再オークションが実施された。同オークションの終了時に破産状態にあるCブロック落札事業者は、NextWave社に加え、GWI社とPocket Communications社の計3事業者であった。

　NextWave社の破産処理の判決は、1999年5月24日に下された。ニューヨーク南部地区連邦破産裁判所は、FCCに対するNextWave社の負債である約47億ドル（分割払い分を含む）に連邦破産法を適用し、NextWave社保有免許の同時点での価値を約10億ドルと評価して、同社負債の過半である37億ドル分を軽減した。NextWave社はFCCに対して、すでに4.7億ドルを支払っており、これは判決による同社のFCCに対する負債の半額近くである。

　FCCは、もとよりこの判決に不服で、ニューヨーク南部地区連邦地方裁判所に提訴したが、同裁判所は、同年8月2日にFCCの提訴を否定する判決を下した。FCCはただちに連邦第2控訴裁判所（ニューヨーク地区）に対して、NextWave社が破産裁判所・地方裁判所のもとで進行させていた同社の「再建計画」を一時差止める（stay）請求を出し、かつ上記判決に反対する旨の提訴をおこなった。第2控訴裁判所は、8月27日にFCCによる一時停止請求を認めた。これまで破産裁判所・地方裁判所がFCCに不利な判決を出していたが、第2控訴裁判所において初めてFCCに有利な決定が出されたことになる。
b.　連邦第2控訴裁判所判決

　連邦第2控訴裁判所におけるFCCとNextWave社のケースについて、1999年9月14日に同裁判所で双方が弁論を交換した。FCCは、「破産裁判所は、NextWave社が入札に際しておこなった約束を果たしていないにもかかわらず、通信法の規定を超えて本件に介入している。FCCは、議会が定めた通信法によって周波数免許を発行する権限を与えられており、発行条件やその無効化・返納などの措置は、FCCが公共の利益を規準として決めるべき専決事項になっている。」と主張した。

　これに対してNextWave社は、FCCが「破産法の定める破産事業者の債務に関する手続規定」を犯していることを主張した。

　なお、1999年秋の連邦政府予算審議時に、Cブロック破産事業者の処置についての「立法」が論議されたが、下院通信小委員会委員の反対は依然として強く、立法提案は委員会を通過しなかった。

連邦第2控訴裁判所は、1999年12月22日に、NextWave社とFCCとのケースにつき、これまでの連邦破産裁判所および連邦地方裁判所の判決を破棄し、FCCの主張を認める旨の判決を発表した。

同判決は、通信法にもとづくFCCの主張を支持している。周波数免許の発行およびその条件や代金不払いの場合の取扱いについては、FCCが専権を持っており、連邦破産裁判所や同地方裁判所は、これに介入する権限を持っていないとしている。その根拠として、通信法が定めているように、周波数免許は、免許保有者に何らの「財産権（property of rights）」を与えるものではない。それは、免許の保有者に対して、周波数帯の使用を認めるための手続にすぎない。したがって免許は、財産の処分について定めた破産法の適用対象にはならないとしている。またFCCは、NextWave社に対し、FCCが本来保有していた財産をオークションによって売却したのではなく、オークションは、周波数免許を他の参加者との間で競争的に発行するための手段にすぎないとしている。さらにこれに加え、同判決は、これまでの経過から考えて、NextWave社が通信法が定める「ユーザに対して最大の便益をもたらす事業者」であるとは判定できないと述べている。

この判決の結果、FCCは、NextWave社の保有する63個の広帯域Cブロックの免許を取り戻し、これをオークションに付することが可能になった。他方においてNextWave社は、同判決を不満として上訴する意向を示した。
c. Cブロック再オークション（2000年12月）

連邦第2控訴裁判所においてFCCが勝訴し、NextWave社等のCブロック破産事業者が保有している免許をFCCが取り戻す可能性が（この時点では）強くなった。FCCはそれまで計画していた「Cブロック免許の再オークション」を実施する意向を固め、2000年6月5日に、無線局案件WT97-82における「規則制定に関する再通知（Further Notice of Proposed Rule Making）（FCC00-197）」を発表した。本規則制定案においては、再オークションの対象となるCブロック免許について修正が加えられている。まず、これまでCブロック免許は30MHzであったが、これを10 MHzの小ブロックに3等分し、その一部に（指定事業者だけでなく）大規模事業者の入札も認めることを提案している。当初のCブロックオークションで高額の入札がおこなわれ、これが「過大評価」であったためにCブロック落札事業者が破産したことになるが、これに対してFCCは、当初のオークションも過大入札ではなく、実際にCブロック免許が高い価値を持っていることを、本再オークションによって明らかにしようと試みているものと考えられる。

　再オークションに関するFCCの上記提案に対し、大規模事業者は賛成コメントを提出した。他方、小規模事業者は、Cブロックが元来指定事業者のために設定されたことを理由として、大規模事業者の参加に反対するコメントを提出している。FCCは、結局大規模事業者の参加を認めた。

なお、NextWave社は、2000年6月9日に、連邦第2控訴裁判所の判決を不服として、連邦最高裁判所に再審理を求める訴えを提出した。連邦最高裁判所は、2000年10月10日に、NextWave社の再審理の請求を却下し、第2控訴裁判所の決定を支持した。また同10月20日に、連邦第5控訴裁判所は、GWI PCS社のケースに判決を下し、同社の主張を認めた。この結果、NextWave社に関する連邦第2控訴裁判所と、GWI PCS社に関する同第5控訴裁判所の判決が矛盾するという結果が生じたことになる
。

FCCは、広帯域CおよびFブロック再オークションに関し、無線局案件WT97-82「再審理に関する第6報告と命令」（Sixth Report and Order on Reconsideration, FCC00-313、2000年8月23日）と、企画政策局案件PP93-253「再審理に関する命令」（Order on Reconsideration, FCC00-299、2000年8月11日）を発行して、その準備を進めた。9月6日には、無線局案件WT97-82に関する「告知」（Public Notice, DA00-2038、2000年9月6日）を発行して、広帯域CおよびFブロック再オークションの開始日を2000年12月12日に確定した。

同再オークショ対象は、NextWave社等の破産事業者が「返還」した免許を含む。またそれは、（都市部を中心とする）Cブロック周波数の過半を占める。つまり本再オークションは、当初のCブロック・オークション後に実施された2回のCブロック・再オークションとくらべて、（当初オークションに比肩できる）大規模オークションである。再オークションの対象となる免許は、Cブロック10MHz免許が312個、同15MHz免許が43個、Fブロック10MHz免許が67個である。英国およびドイツで、同年5月および8月に、第3世代移動電話用周波数免許が高額落札されたことも影響し、本再オークションの落札価格は、高額に達するものと予想された。

なお、NextWave社が、連邦ワシントン控訴裁判所に同社とFCCのケースについて控訴中であるため、再オークションの対象となる免許は、「条件付」となった。つまり、係争中の免許の落札は、FCCがNextWave社との訴訟に勝利するか、あるいは同社と和解して同社の免許を取り戻した場合にのみ有効となるわけである。

　広帯域CおよびFブロック再オークションは、2000年12月12日に開始され、予想を上廻るペースで入札が進み、翌2001年1月26日に101ラウンドで終了した。落札合計金額は168億ドル（2兆円強）に達した。これは、FCCがこれまで実施した1回のオークションとしては最高の落札額であり、それまでの最高額であった当初のCブロック・オークション（1996年）の92億ドルを大幅に上廻った。5年足らずの期間において、周波数の価値が上昇したことが分かる。その理由の1つは、技術進歩により、インターネット用DSLアクセスと同程度の広帯域アクセス手段として周波数が使えることが明らかになったことである。

　なお、本再オークションの結果は、●図IX.7●に示されている。

図IX.7：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、Ｃ、Ｆブロック再オークション）
	FCCオークションNo.
	Auction #35

	名称
	広帯域PCS（Ｃ、Ｆブロック再オークション）

	実施年月日（Date）
	2000年12月12日～2001年1月26日

	免許（Licenses）
	312免許: 10 MHzＣブロック免許

43免許: 15 MHzＣブロック免許

67免許: 10 MHzＦブロック免許

計422免許

	周波数帯（Spectrum）
	1902.5-1910, 1982.5-1990（15 MHz C ブロックC1）

1895-1902.5, 1975-1982.5（15 MHz C ブロックC2） 

1895-1900, 1975-1980（10 MHz C ブロックC3）

1900-1905, 1980-1985（10 MHz C ブロックC4）

1905-1910, 1985-1990（10 MHz C ブロックC5）

1890・895, 1970-1975（10 MHz F ブロック）

	割当周波数幅（Bandwidth）
	（同上）

	オークション回数（Number of Rounds）
	101

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	24

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	87

	落札者数（Winning Bidders）
	35

	合計支払額（Total）
	

	合計落札額（Net Bids）
	$16,857,046,150

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	$4,907,000

	不払分（Defaulted）
	


FCC資料より作成（http://wireless.fcc.gov/auctions/35/factsheet.html、2001年12月15日閲覧）。
d.　連邦ワシントン控訴裁判所判決

　NextWave社とFCCのケースに関する連邦ワシントン控訴裁判所の審理は、2001年6月22日に終了した。同裁判所は、第2控訴裁判所の判決を否定し、FCCによるNextWave社のCブロック免許の無効化・没収は、連邦破産法の規定に照らして違法であるとの判決を下した
。

　同控訴裁判所は、FCCが連邦破産法の第502条他の規定に反したとした。同条の規定は、先に述べたとおり、政府機関が破産処理中の企業から免許等の資産を取り上げることを明文をもって禁止している（本章D 2）。

　同判決は、Cブロック・オークションにおいて、FCCが指定事業者に優遇措置を与えてオークションに参加させたことは、通信法の規定上当然であると述べている。また、NextWave社に有利な判決を下すことが、一般の米国国民にとって「大要において不公正（grossly unfair）」な結果を生ずることも否定できないとしている。しかし同判決は、このような不公正な結果を生じた原因は、FCCによるオークション方式の設計に原因があったとしている。たとえば、FCCは、自身がCブロック事業者に対する延払いの債権者になることを避け、第三者である金融機関が、有利な条件で指定事業者に資金を供給するように取りはからうことも可能であったとしている。これらの処置を取らずに、FCCが、Cブロック落札事業者と直接の債権・債務関係に入ってしまったことが、今回の結果の原因である。FCCの行為自体は通信法に合致していたとしても、それを理由としてFCCの行為に含まれる債権・債務関係が破産法の規定を免れることはできないと結論している。

　本判決は、FCCにとって大きな打撃となった。M. K. Powell FCC委員長は、「本判決は将来におけるFCCの業務の基礎を掘り崩すものである」とのコメントを発表した。なお、FCCは、8月13日に連邦ワシントン控訴裁判所に対して、本件を最高裁へ上訴するため、本判決の執行を一時保留すること（stay）を申請した。しかし、同8月23日に、ワシントン控訴裁判所は、FCCの請求を却下した。FCCはこの結果、2001年8月31日に、NextWave社に対して、先に「無効化・没収」していた同社の免許を返却し、これを有効化する措置を取った。
e.　和解交渉

　2001年9月21日にいたり、FCCはNextWave社とのケースについて最高裁判所に上訴する方針を変更し、同社との「和解」の道を探ることにした。この件については、同年9月11日の「同時多発テロ」が影響したのではないかと伝えられている。

　「和解」交渉は、FCC、NextWave社、広帯域CおよびFブロック再オークション落札事業者等の間で話し合われた。

2001年11月19日に、同交渉が合意した旨の発表がなされた。和解案の主要内容は、連邦政府、NextWave社、再オークション落札事業者の3者間の金銭授受である。まず、NextWave社は、60億ドルの収入と引き替えに、同社所有のCおよびFブロック免許をFCCに返却する（所得税その他を差し引いて50億ドル程度の純収入になると予想されている）。他方、再オークション落札事業者は、落札金額160億ドルを支払い、入札対象であった免許を入手する。その結果、連邦政府財務省は、約100億ドルの収入を得ることになる。なお本再オークションについては、落札金額の支払期限が2002年6月30日になっている。

　「本和解」案は、2001年12月31日を期限としており、かつそれが有効になるためには、2つの条件を充たさなければならない。第1は、連邦政府司法省がこれを承認する（ratify）こと、第2は、同「和解」にともなう連邦政府による金銭収支が、議会による何らかの「立法」によって実施可能となることである
。

　本和解案発表後に、FCCのM. T. Powell 委員長は声明を発し、「この和解は米国納税者に多大の負担を及ぼすことになるが、FCCが本来望んだ結果ではない。しかしながら、連邦ワシントン控訴裁判所の判決が下された現状においては、最高裁に上告してさらに数年の時間をかけるよりも、本和解に合意してCブロック周波数の使用開始を早めることが、米国民の利益に叶う方策であると判断した。」と述べた。

　上記「和解」については、11月27日に、連邦政府司法省がこれを承認した。

議会は、12月4日に下院エネルギー・商務委員会の通信・インターネット小委員会で、「NextWave社合意法案（H.R.●●）に関する公聴会」を実施し、Powell FCC委員長等が（同合意の線に沿って）証言した。

　他方、上院においては、商業・科学・交通委員会E. F. Hollings委員長とJ. McCain同少数党代表が、上記立法に強く反対する旨を表明した。両議員は元来、「通信法301条が定めるように、周波数免許は取引の対象となる財産権ではない。」と主張している。また、NextWave社が、米国国民に何らのサービスを供給しないまま巨額の収入を連邦政府から受け取ることは容認できないとし、かつ同「合意」が2001年末という期限を設け、短時間のうちに米国民に大きな不利益をもたらす決定を下すことを議会に要請している点を批判している。

　結局、2001年12月末にいたり、第107議会（第1期）は終了し、NextWave社に関する「合意」は議会の立法を得ることができず、成立しないことになった。

　本件に関する将来の動向は不明である。FCCはさらに和解交渉を続けて、その結果に対する議会の支持をとりつけるか、あるいは最高裁に上告して裁判による処置を待つかのいずれかの方策をとるものと予測されている（上告した場合にFCCが勝訴する可能性は低いと言われている。）

� 周波数オークションの「是非」を議論する際に、他の（しばしば利己的な）動機から主張される「反対論」の根拠として、「米国のＣブロック・オークションの失敗」や、「ヨーロッパの3Gオークション（2000年中）の失敗」が指摘されることがあるが、筆者は、本文で挙げた理由から、この論には與しない。成功・失敗の数から言えば、米国では「36分の1」の失敗率である。ヨーロッパは、現在のところ失敗率が高いが、これは「準備不足」で説明できる（X章C）。


� 一般事業者と指定優遇事業者を別ブロックに分けてオークションをおこなうこの方式に対し、下院エネルギー商務委員会のJ. D. Dingell委員長は、「同案のようにブロックを区別し、ブロックによって異なる規則を設けてオークションを実施することは、多数の抜け道を生じ、規則違反すれすれの入札行為を誘発し、その結果訴訟問題を発生させる可能性を高めるので、望ましくない。」として反対した。Ｃブロック・オークションの失敗という結果から見れば、同委員長の先見は当たっていたと言うべきであろう。「抜け道」の多くは、１年余にわたるＣブロック・オークション規則の検討過程で塞がれたが、「破産という手段による支払拒否と免許の再評価」という大きな抜け道が残っていたのである。


� U.S. Supreme Court [1996] 。


� 最高裁判決の僅か10日後に同案が提出されたことは、FCCが同ケースを考慮に入れて代替案をあらかじめ準備していたことを推測させる。


� しかしながら連邦最高裁は、翌1996年に、「United States対Virginia」のケースにおいて、性別にもとづく州（state）の公的政策について、Adarand社のケースと同種の判決を下した（FCC企画政策局案件PP-253の「第十次報告・命令（Tenth Report and Order）」11 FCC RCD 19974（1996））。すなわち、FCCが1995年に女性所有企業の優遇措置を廃止したことは、実質的にこの判決を「先取り」したことになった。（もとより、1995年の時点で、FCCのスタッフは、本ケースの存在は知っていたはずである。）


� その後案件WT97-82の検討は、「規則第1部の修正（Part1 Proceeding）」と「Ｃブロック支払規則見直し（C block Proceeding）」とに実体上は二分されて進行した。また同案件は、後に後者が主内容となり、「PCS代金の分割納入に関するFCC規則の修正」と呼ばれた。当初の案件開始時において、FCCが一般的事項と特別な措置に関する検討を、ことさらに同一案件に入れ込んだことは、当時のFCC担当部局の当惑・混乱を示しているように思われる。


� 上記頭金の30％は、実質的にペナルティとしてFCCに納入されることになるが、Hundt委員長は、この率が過大であるとしてこれに反対した。他のFCC委員は、頭金は入札額の10％であるから、実質上のペナルティは入札額の3％になり、これはオークション終了後における辞退のペナルティ3％とバランスがとれていると主張した。


� FCCが1997年9月のSRO-FNPRM以降、委員の交代はあったにしても、長らくＣブロック問題について足踏み状態でいたのは、その期間にＣブロック免許保有企業が次々に破産を宣言していたので、さらに多数の破産裁判が発生することを恐れたからであろうと推測される。1998年夏にPocket Communications社他の破産裁判に判決が出された（次節で説明する）結果、破産状態に入ることから生ずる結果について見当がつくようになり、かつ、実際にも、多数のＣブロック免許保有事業者が破産を宣言する傾向は生じなかったので、同年8月末にいたって本命令を発したものであろう。


� 本項の説明は常識レベルのものである。より正確・詳細な説明については、専門分野の文献を参照されたい。


� 日本では、「破産法」「会社更生法」「民事再生法」などがこれに当たる。


� 日本では、経済成長の源泉となるベンチャーなど新規事業の生成のために破産時の規定が重要であることが認められ、2000年4月1日に「民事再生法」が施行された。


� Tabb[1997]による。


� 47CFR1.2110(f)(4)(iv)。


� 11USC525(a).


� FCCが、事前に免許保有者と契約を結び、「周波数使用免許」に、免許代金債権にかかる第1順位の優先権を設定しておけば問題は生じない。しかしながら、通信法301条は、周波数という「資産（property）」の所有権を免許保有者に与えるものではないことを明記しており、そのため抵当権などの優先権の設定ができなかった（あるいは設定できないと考えた）ものと推測する。


� 米国では、法律条文間の矛盾は珍しくない（たとえば1996年通信法について、城所[2001]13章1（2）、鬼木[1999]「まえがき」補論を参照）。それは望ましくはないにしても、「致命的な欠陥」とは考えられていない。問題が起きたときは、司法手段（裁判）によって解決される。他方で、法律条文間の矛盾を立法段階で厳しく排除しないことは、立法活動自体を容易にするという効果を持っている。


� 議会によって結局可決されるにいたらなかった同法案は、連邦議会公式記録（Congressional Record--House）1998年10月19日付に、両院協議会報告として収載されている。実際の条文は、破産法でなく通信法309(j)(8)条に(D)項を追加しており、その部分には、「309条(j)(8)(D)債権保護（protection of interests）」の表題が付けられている。内容は、「破産法・合衆国法典第11編（Title 11, United States Code）の規定による破産事業者の資産保護は、同破産法の規定にかかわらず、本通信法の定めるかぎりにおいて、かつ本通信法の定める内容を打ち消す破産法等の条項が及ばないかぎりにおいて、FCCの発行する周波数免許には適用されない。」ことを述べている。また、「FCCは、破産事業者の保有する周波数免許について、完全な第一順位の権利を有することになる。」としており、「本規定は、法律改正時点で係争中のすべての案件（控訴中であると否とを問わない）に適用され、また、同時点以降に生ずるすべての案件に適用される。」としている。（上記H.R.4328に関する両院協議会報告のうち、第A部統合予算案（Division A--Omnibus Consolidated Appropriations）、「財務省および他政府関係の授権予算法、1999年（Treasury and General Government Appropriations Act, 1999）」第6編別置条項（Title 6--Offsets）、第129条（Section 129）を参照。）


上記改正法案はその形式から見て、大統領府提出の予算原案ではなく、議会の審議中に議員が付加した寄せ集め条項の部分に入っている。通信法の改正条項である同129条は、その中でも別置条項（Offsets）というタイトル下にあり、本来は、両院協議会で合意したH.R.4328から除去されるはずであったとする外見を持っていないでもない。いずれにしても同129条は、時間不足の中で大量の予算案と関係法律案を審議した両院の予算委員会と両院協議会における「混乱」の中で作成されたものであった。同条文の持つ異例の形式が、FCCやＣブロック事業者（あるいはその代理）から強烈な、しかも反対方向のロビーイングを受けていた議員の意図的な工作であったか、あるいは伝えられるように「連邦政府印刷局のプリントエラー」であったかは、明らかでない。


　通信法309(j)(8)条への本(D)項の追加は、もし立法されていれば、FCCにCブロック破産事業者の問題を一挙に解決できる強力な権限を与えることになったであろう。現在および将来のすべてのケースにおいて、FCCは、破産事業者の所有する周波数免許について、疑問の余地のない第一順位の優先権を確保できるからである。したがって、高価格で落札した免許を、「破産」という手段に訴えて実質上それよりも低い価格で「入手」できる機会は消滅することになる。


� ただし、両控訴裁判所の管轄地区（判決の及ぶ範囲）が異なるので、形式的には「矛盾」ではない。


� 本ケースの審理順序は、連邦ワシントン控訴裁判所（DC控訴裁）が、あたかも（名称上は同格に見える）連邦第2控訴裁判所（ニューヨーク地区、第2控訴裁）の上級審であるかのごとき外観を呈しているが、これは以下のように解される。（1）FCCは、連邦破産裁判所、連邦地方裁判所（いずれもニューヨーク南部地区）の判決を不服として、その上級審である第2控訴裁に上訴した。（2）NextWave社は、第2控訴裁の判決を不服として、通信法規定（47USC402(b)）に基づき、DC控訴裁に「上訴」した。（第2控訴裁の判決中には、DC控訴裁への上訴の可能性が述べられている。）つまり、破産法と通信法の双方が本ケースにかかわったことの結果である。なお、上記通信法規定により、DC控訴裁は実質上の「連邦通信裁判所」の機能を果たしており、その判決の効力はDC地区だけでなく、全国に及ぶ。


� 米国においては、（金銭収支を含め）連邦政府のすべての行為は、議会によって立法される「法律」によって裏付けられていなければならない。NextWave社との「和解」の結果として連邦政府が「収入」を得るためにも、そのための行政行為の基礎となる法律が必要であり、これは当然新たに立法されなければならない。なおこれに関連して、連邦政府予算は、年度ごとに立法され、それぞれの収支の基礎となる多数の法律を合併した”Omnibus Budget Act” にもとづいて行政府が執行する。これに対し日本では、（法律とは別個に「承認」された）「予算」によって、予算自体の執行が可能である。（なお日本の「予算関連法律」とは、予算自体の執行の基礎となる法律ではなく、予算の各項目の執行に伴う（予算執行以外の行政行為のための）法律である。つまり、予算執行に格別の行政行為が伴わなければ、予算関連法律が立法されなくとも予算を執行できる。）
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